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「アルプスは人と地球に喜ばれる
新たな価値を創造します。」

アルプス電気グループのものづくりの姿勢は「美しい電子部品を究める」という言葉に凝縮されています。

「美しい電子部品」とは、最適で独自性があり地球環境にやさしいもの。

人々の快適で豊かな暮らしの実現に向け、アルプス電気グループは美しい電子部品を通して新たな価値を創造し、

企業としての存在感と価値を更に高めてまいります。

企 業 理 念

「美しい電子部品を究めます。」
事 業 領 域

— 人とメディアの快適なコミュニケーションをめざして —

価 値 の 追 究

地球との調和

顧客との共生

公 正 な 経 営

個 の 尊 重

５つの経営姿勢

私たちは、新たな価値の創造を追究する経営をめざします。

私たちは、地球に優しく環境に調和する経営をめざします。

私たちは、お客様から学び素早く応える経営をめざします。

私たちは、世界的な視点に立った公正な経営をめざします。

私たちは、社員の情熱を引き出し活かす経営をめざします。
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編集方針

報告対象範囲と期間

ア ル プ ス 電 気 グ ル ー プ で は、2012年 度 ま で『Business 
Report（アニュアルレポート）』とWeb上の『CSR・環境情報』を
個別に発行・開示しておりましたが、これらを2013年度に統合
し、財務情報と非財務情報の観点から、『アニュアルレポート』と
してまとめました。

アルプス電気グループでは、経営計画や業績、CSRマネジメン
ト方針、環境保全への取り組みなどを積極的に開示すること
で、ステークホルダーの皆様にアルプス電気グループの活動を
ご理解いただくことが大切であると考え、そのためにも本レポー
トを重要なコミュニケーションツールとして位置付けています。

【対象範囲】
日本及び世界各地に展開するアルプス電気グループ全体を報告
対象としていますが、取り組み内容によって異なることがあります。

【対象期間】
●本レポートは原則として2015年4月1日から2016年3月31

日を対象期間としていますが、当該期間以前もしくは以後の
活動内容も報告内容に含まれています。

●環境報告については、国内は2015年4月～2016年3月、海
外は2015年1月から2015年12月を対象としています。

発行月　2016年8月

本レポートの社名表記について
アルプス電気：国内単独事業体を指します。
アルプスグループ：国内外連結対象会社全体を指します。
アルプス電気グループ ： “アルプスグループ” 内の電子部品事
業を指します。

※ ESG：Environmental（環境）、Social（社会）、Governance（企業
統治：ガバナンス）を指し、財務情報と共に企業価値を評価する重要
な視点とされています。ここではアルプスグループのESGに対する取
り組みをまとめています。
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車載情報機器事業（東証１部）
1967年 設立
資本金　259億20百万円
子会社数　38社

　アルプスグループは、主に電子部品を製造・販売するアルプス電気株式会社（東証１部上場）を中心とした「アルプス電気グ
ループ」、カーナビ、カーオーディオを提供するアルパイン株式会社（東証１部上場）を中心とした「アルパイングループ」、電子部品
に特化した総合物流サービスを展開する株式会社アルプス物流（東証２部上場）を中心とした「アルプス物流グループ」の３つのグ
ループの集合事業体です。それぞれに独立性を保ちながら、それぞれの事業にシナジーを発揮しています。

56.1%
4,340億円 2,675億円

602億円

電子部品事業

34.6%

車載情報機器事業

7.8%
物流事業

121億円
1.5%
その他

連結売上高

7,740億円

電子部品事業（東証１部）
1948年 設立
資本金　387億30百万円
子会社数　26社

物流事業 （東証2部）
1964年 設立
資本金　23億49百万円
子会社数　18社

アルプスグループ概要
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18.6%

日本

54.0%

電子部品事業

13.4%

物流事業

2.5%その他

0.3%その他

30.1%

車載情報機器事業

22.2%

北米

24.3%

欧州

34.6%

アジア

連結海外売上高(仕向地別)

（2015年度連結業績）

(億円)

(人)

事業別従業員数

海外売上高比率

81.4%

連結期末従業員数

39,588人

■ 日　本 1,440

■ 北　米 1,717

■ 欧　州 1,878

■ アジア 2,676

■ その他 27

■ 電子部品事業 21,387

■ 車載情報機器事業 11,908

■ 物流事業 5,304

■ その他 989
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■ EPS
■ BPS

売上高
（単位：億円） （単位：億円） （単位：億円）

（単位：億円）

親会社株主に帰属する当期純損益

経常利益

EPS/BPS

営業利益/営業利益率

現金及び現金同等物の期末残高
（単位：億円） （単位：円）

’12/3 ’13/3 ’14/3 ’15/3 ’16/3 ’12/3 ’13/3 ’14/3 ’15/3 ’16/3

’12/3 ’13/3 ’14/3 ’15/3 ’16/3’12/3 ’13/3 ’14/3 ’15/3 ’16/3 ’12/3 ’13/3 ’14/3 ’15/3 ’16/3

’12/3 ’13/3 ’14/3 ’15/3 ’16/3

’12/3 ’13/3 ’14/3 ’15/3 ’16/3

5,265 5,464

6,843

7,486
7,740

151
2.9

1.3

4.2

7.2 6.8

68

285

535 523

143

76

280

500

575

（単位：億円）

850
761

1,222

1,342

1,168

41

-70

390
347

143

23.29
79.85

206.64193.81

-39.47

644.03 651.72

767.01

1,001.55

1,166.41

■ その他
■ 物流事業
■ 車載情報機器事業
■ 電子部品事業

■ 営業利益
営業利益率（％）

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

財務・非財務ハイライト

（単位：億円）

'12/3 '13/3 '14/3 '15/3 '16/3

電子部品事業 2,689 2,680 3,388 3,891 4,340

車載市場 1,324 1,400 1,684 2,084 2,475

民生その他市場 1,364 1,280 1,703 1,806 1,865

車載情報機器事業 2,002 2,198 2,821 2,897 2,675

物流事業 479 485 522 570 602

その他 93 99 111 126 121

事業別売上高
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’12/3 ’13/3 ’14/3 ’15/3 ’16/3 ’12/3 ’13/3 ’14/3 ’15/3 ’16/3

’12/3 ’13/3 ’14/3 ’15/3 ’16/3

’12/3 ’13/3 ’14/3 ’15/3 ’16/3

’12/3 ’13/3 ’14/3 ’15/3 ’16/3 ’12/3 ’13/3 ’14/3 ’15/3 ’16/3

’12/3 ’13/3 ’14/3 ’15/3 ’16/3

総資産/純資産

設備投資/減価償却費

1株当たり配当金/配当性向

有利子負債

ROE/ROA

研究開発費/売上高研究開発費率

期末従業員数（連結） 廃棄物排出量（単体）CO2排出量（単体）

（単位：億円） （単位：％） （単位：円）

（単位：億円） （単位：億円） （単位：億円）

（単位：人） （単位：t） （単位：t）

■ 設備投資
■ 減価償却費

■ 1株当たり配当金
配当性向（％）

■ 研究開発費
売上高研究開発費率（％）

ROA
ROE

■ 純資産
■ 総資産

5,628

1,185
1,244

1,343

1,162

543

4,076

36,148

59,866
65,029 66,879

70,611

78,963

36,199 36,797 37,564
39,588

4,737
4,373

5,306

6,084

4,420

1,931 1,994
2,303

2,837

3,317

6.9
6.4

3.0

1.0
-1.6

4,514

5,123

5,704

411
280 286

329 333330

340

197 215
245

280
307318

265

314

3.6

5.3 5.2
4.8

4.4
4.3

21.9

19.1

85.9

12.17.76.3—

11.3

-6.1

20

15

25

5 5

’12/3 ’13/3 ’14/3 ’15/3 ’16/3 ’12/3 ’13/3 ’14/3 ’15/3 ’16/3
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　電子部品事業を担うアルプス電気グループは、その企業理念に基づき、HMI、SENSORINGTM、Connectivityの３つの技術領域
から、世界中のさまざまな市場に向けて電子部品を提供しています。
　美しい電子部品を究める。これは、私たちの事業の根幹です。美しい電子部品とは、“Right”セット製品の中で適正・適切な機能を
果たす部品であること。“Unique”独創性やアイデアにあふれた電子部品であること。“Green”地球環境に優しい、あるいは環境保
全に役立つ電子部品であることを指しています。

企業理念

人と地球に喜ばれる
新たな価値の創造へ

注力する技術領域

HMI
(Human Machine Interface)

SENSORINGTM

Connectivity

創業時からの実績を持つアルプス電気のインプット
デバイス。時代の変化に対応し、小型・薄型化を進め
るとともに、複合化・多機能化のニーズに対応しま
す。また、徹底的に操作フィーリングへこだわり続け
るなど、常にRight(最適)な製品づくりを究めます。

独自の材料とプロセス技術、ソフトウェアを駆使し
て、業界屈指のセンシングデバイスを実現。日々進化
し続けるモバイル機器にはバラエティ豊富な小型・高
感度センサを、自動車向けには小型・大電圧に対応し
た電流センサを提供。今後もGreen(環境に優しい)
な製品開発を進め、xEMSや産業機器向けなどス
マート社会の進展に貢献します。

高 周 波 技 術 とソ フトウェア を 存 分 に 生 かし、
Bluetooth®、Wireless LAN、LTEなどをはじめ、
V2Xなど車の進化にも対応した各種データ通信モ
ジュールを提供しています。今後はインプットデバイ
スやセンサと組み合わせるなどUnique(独自性)な
製品バラエティで、多様な情報を手軽に、確実につな
げていきます。

アルプス電気グループのビジネスモデル

経営姿勢

価値の追究
新たな価値の創造

▶ 13ページへ

顧客との共生
何をしている会社か

▶ 15ページへ

公正な経営
経営基盤の強化

▶ 25ページへ

地球との調和/個の尊重
企業価値を支える取り組み

▶ 34ページへ
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Value Chain
（価値創造プロセス）

Right

Unique

Green

マーケティング・企画

開発・設計

生産技術

品質保証

製造

Automotive

Mobile

Energy, Healthcare

Industry & IoT
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「持続的な成長が可能な会社」
 を目指します。

　私たちアルプス電気は、1948年11月、現在の本社ビル所在地
である東京都大田区雪谷大塚（当時は雪ヶ谷町）に「片岡電気」
として創業しました。それから現在まで68年間、一貫して「部品に
徹する」を基本姿勢に、独自のものづくりを真摯に進めています。
　企業理念は、ものづくりによって「人と地球に喜ばれる新たな価
値を創造する」。これは1958年、創業10周年に制定された「社
訓」のなかで、すでに以下の言葉で表していました。

社会奉仕：
我々は品位ある製品を作り常に社会に奉仕することを忘れない

　創業間もない頃から現在まで大切に引き継いできた、この決意
と思い。その実現のために、私たちは常に「美しい電子部品を究
める」努力を続けています。
　「美しい電子部品」とは、「Right（最適な）」「Unique（独自
性）」「Green（環境にやさしい）」という三つのバランスが高次
元で図られたもの、すなわち、洗練された外観のみならず、求めら
れる機能を優れた品質で実現し、環境にも十分配慮した製品。そ
れが、私たちのものづくりの本質なのです。
　近年、各種のデジタル機器が進化を続けるなかで、私たちの
フィールドは、これまでの家電機器を中心とした民生市場から大き
くシフトし、電子化が進むクルマ、スマートフォンに代表されるモバ
イル機器、更には省エネルギーやヘルスケアなどへと変化を遂
げ、その規模もグローバルへと拡大しています。
　このなかで私たちは、これまで培ってきた固有技術を更に深化・
融合し、新しい発想をもとに、次世代のものづくりを究めることで、
世界中の人たちの暮らしに、豊かで快適かつ、環境にやさしい、新
しい価値を創造していきたいと考えています。

2015年度業績は
過去最高を記録しました

　アルプス電気では、2013年から３カ年にわたって取り組んだ第
７次中期経営計画が終了しました。
　振り返ってみると、リーマンショック直後の2010年から始まった
第6次中期経営計画は「赤字から脱却し、企業として生き残りを賭
ける」ことをテーマとして、コスト構造改革と、損益分岐点引き下げ
を全社で徹底的に進めました。
　その間、為替は１ドル70円台という超円高を記録し、欧州債務
危機の深刻化、更に東日本大震災やタイの大洪水など、幾度とな
く危機に直面しながらも、全社員の一致団結によって、何とか乗り
切ることが出来ました。

　次の第７次中期経営計画では、「健全な会社に戻す」ことを目
指して、売上規模をリーマンショック前の水準に回復させること、ま
た、大きく毀損した財務体質も、同様に戻すことを目標としました。

車載市場 民生その他市場

第6次中期経営計画

12年3月期 13年3月期

2,689

11年3月期

2,961
2,680

1,364

1,324

1,712

1,249

1,280

1,400

代表取締役社長

トップメッセージ

●	電子部品事業	売上高
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　 全 社 事 業 方 針 を「 全 員 で 仕 事 を 取りに 行く“Get The 
Business All Together”」とし、車載事業での売り上げ2,000
億円を目指す「AUTO2000」、スマートフォン向け事業では同
1,000億円の「スマホ1000」を具体的な目標に掲げました。
　市場では、クルマはドライバー支援機能など技術革新が進み、
スマートフォンは大型ヒット製品が誕生、世界で普及期に入りまし
た。世界経済も米国、ドイツを中心に景気回復傾向が強まり、日本
ではアベノミクスが奏功して、為替は円安基調、株価も高水準で
推移するなど、企業業績にも追い風が吹き始めました。
　この結果、業績は右肩上がりに回復を遂げ、「AUTO2000」

「スマホ1000」は計画から１年前倒しとなる2014年度に達成。更
に第７次中期経営計画の最終2015年度は、連結業績において売
上高・親会社株主に帰属する当期純利益が過去最高を記録し、
電子部品事業でも売上高及び営業利益が新記録を達成しまし
た。また、自己資本比率と有利子負債についても、リーマンショック
前の水準に、ほぼ回復しました。
　一方、課題も顕在化しています。この好業績を冷静に見れば、ス
マートフォン市場と為替の追い風に依存しているとも言え、決して
楽観視は出来ません。
　高成長が続いたスマートフォン市場は、既に成長の鈍化・成熟
化が始まりました。また、過去約３年続いた円安の流れも止まり、欧
州を中心とした政情不安も相まって、一転して円高の動きを強め
るなど、先行きの不透明感は増しており、気を引き締めなければな
らないと、痛切に感じています。

アルプス電気では
第８次中期経営計画がスタート

　第８次中期経営計画は、目指す姿を「持続的な成長が可能な
会社へ」としました。企業として、より一層の進化を実現すべく、取
り組みを進めていきます。
　収益性の面では、車載事業での収益力をより強化することで

「スマートフォン向け事業と車載事業の両輪化」を実現し、収益の
安定化と拡大を図ります。ただし、スマートフォン向け製品は、今後
３～４年後に売り上げ、利益ともに減少が予想されます。「持続的
な成長が可能な会社」に取り組む上では、「スマートフォン市場が
縮小するなか、いかにして成長するか」が大きなポイントです。
　そのために事業規模確保の面では、スマートフォンに代わる事
業の確立と拡大が重要であり、車載デバイス製品の拡大ととも
に、新市場でのビジネス開発・確立を目指します。
　 新 製 品 開 発 の 面では、人と機 器をつなぐ「HMI（Human 
Machine Interface）」、人や機器の状態を把握する「センサリ
ングTM（SENSORINGTM）」、さまざまな情報を共有し合う「コネク
ティビティ（Connectivity）」という「三つの技術領域」を武器に、
これらを深化・融合させることによって、第８次中期経営計画での
三つの注力市場へ、新製品をいち早く投入していきます。

●	目指す姿

単位：億円

第7次中期経営計画

14年3月期 15年3月期 16年3月期

3,388
3,891

4,340

1,703

1,684

1,806

2,084

1,865

2,475

スマートフォン依存からの脱却

スマートフォン＋車載ビジネスの
両輪化による収益拡大

将来のスマートフォン減少に代わる
事業確立と拡大

EHIIの確立	・	車載デバイスの拡大

収益

事業

EHII : Energy, Healthcare, Industry, IoT
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三つの注力市場で
より多くのFirst 1、Number 1製品を

　第8次中期経営計画での三つの注力市場。それは、「車載」
「モバイル」そして新しい「EHII（Energy、Healthcare、Industry、
IoT）」市場です。
　電子部品事業の中期目標は、売上高5,000億円、営業利益率
10％とし、これを表すスローガン「GT510」を掲げました。
　事業ポートフォリオについては、車載市場向け売り上げ3,000億
円を目指す「AUTO3000」、モバイル市場向け売り上げ2,000
億円を目指す「モバイル2000」、更に、EHII市場では、次の第９
次中期経営計画での売り上げ600億円「EHII600」達成に向け
た仕込みや拡販の強化を進めていきます。
　車載市場は、現在、各自動車メーカーで「安全・安心、快適、環
境」に注力し、それぞれ開発が進められていますが、これらの実現
に向けて、より一層クルマの電子化が進んでいます。
　これに伴い、当社の車載事業も着実に成長し、現在、売上高の
約50％以上に達しています。製品構成は大きく、複数のデバイス
を融合させた「車載モジュール製品」とデバイス単体の「車載デ
バイス製品」の二つです。
　車載モジュール製品は、車室内コックピット周辺機器の「快適」
な操作フィーリングと、直感的操作によって「安全・安心」のニーズ
にも対応するHMI製品が中心となっています。今後、独自のセン
サリングTM、コネクティビティ技術を融合し、かつソフトウェア技術な
ども駆使した新製品開発を行っていきます。
　また車載デバイス製品では、話題の先進運転支援システム

（ADAS）や自動運転の実現に不可欠な通信デバイスの開発に力
を入れていくとともに、「環境」に貢献する各種センサの開発を進
めていきます。
　モバイル市場では、「ポスト・スマートフォン」の開発が活発化し
てきました。スマートウォッチやスマートメガネなどの各種ウェアラ
ブル端末が登場し始め、徐々に裾野が広がりつつあることから、当
社も従来の「スマートフォン」から「モバイル」へとターゲット市場
を広げました。
　スマートフォン向け製品で確立した「1stサプライヤー」のポジ
ション維持・拡大を命題に、ウェアラブル端末をはじめ、利用が進む
ドローンや、家庭向けも登場したVR（バーチャルリアリティ）機器な
どに向け、各種のインプットデバイス、センサ、アクチュエータや当
社独自の「ハプティック®（Haptic®）」※デバイスなど幅広い製品
を投入していきます。

　EHII市場では、「IoT」が産業界の注目を集めています。イン
ターネットを介し、センサなどから収集したビッグデータを、新たな
価値・行動へ結び付けるこのビジネスモデルは、社会の在り方を
変革する可能性を秘め「第４次産業革命」とも言われています。
　このIoTでは、センサと通信モジュールがキーデバイスとなりま
すが、当社ではセンサリングTM、コネクティビティという二つの技術
領域を融合した「IoTスマートモジュール」をいち早く開発し、市場
に投入しています。この他、省エネルギー、ヘルスケア、産業機器
市場向けのビジネスも徐々に実を結び始めており、今後、更にIoT
を切り口とした各市場への提案活動も進めていきます。
　加えて、他社との協業、オープンイノベーションなども拡大するこ
とによって、ビジネススピードを一層加速させ、より多くのFirst 1、
Number 1製品を生み出していきます。

ROICを指標の一つに

　財務面では新たに、企業が本業に投じた資金を使って、どれだ
け効率的に利益を上げているかを示す指標として、企業の実力を
正確に判断すると言われている「ROIC（Return On Invested 
Capital）」をアルプス電気連結での新たな目標の一つに設定し
ました。2015年度の同実績は13.6％で、引き続き第８次中期経
営計画でも「10％以上で維持」することを目指します。
　また、将来の飛躍に向けた投資として、研究開発、及び生産設
備ともに昨年を上回る投資を計画しています。

●	新連結中期経営計画の目標
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単位：億円
売上高

（連結）

為替前提：米ドル/円110・ユーロ/円125

売上高 営業利益

営業利益

14年3月期 15年3月期 16年3月期 17年3月期 19年3月期

ROIC 10%以上

ROIC 13.6%

第7次中期経営計画 第8次中期経営計画

※ハプティック®は当社の登録商標です。
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配当政策について

　アルプス電気の配当政策は、電子部品事業の業績をベースに、
過去から一貫して、「株主の皆様への利益還元」「将来の事業展
開や競争力強化のための研究開発と設備投資」「内部留保」とい
う三つのバランスを取ることを基本方針としています。2016年3
月期での剰余金の配当は、上記方針を踏まえ、業績の動向、財務
体質の現状、株主の皆様の配当に対するご期待などを総合的に
勘案し、1株当たり5円増配し15円の配当に修正いたしました。
　なお、次期の配当は、中間配当 15円、期末配当 15円、合計 
30円（いずれも１株当たりの金額）を予定しています。

監査等委員会設置会社へ移行

　2016年6月に開催したアルプス電気第83回定時株主総会に
おいて、これまでの監査役会設置会社から「監査等委員会設置
会社」への移行が承認、可決され、会社統治形態を変更いたしま
した。
　昨年の会社法改正及びコーポレートガバナンス・コードに則り、
企業統治の更なる強化と透明性の確保を目的として、議決権のな
い監査役を廃止し、新たに議決権を持った監査等委員である取締
役「取締役監査等委員」を設置いたしました。
　これにより、アルプス電気の経営体制は、企業運営・業務執行
を司る取締役12人と、取締役監査等委員5人（うち社外取締役3
人）となりました。今後も、より良い企業統治に努めながら、株主の
皆様をはじめとするすべてのステークホルダーにおける利益のバ
ランス化と最大化に努めていきます。

行動規範「三つのHard」
企業哲学「人に賭ける」を力に

　一昨年、昨年と中国各現地法人が設立20周年を迎え、記念
式・祭典を開催しました。「小さく生んで大きく育てる」との方針の
もと、仮工場からスタートした各拠点は、日本人出向者と現地メン
バーが協力し合い、最新の生産技術を持つグローバル生産拠点に
成長しています。現地メンバーによる趣向を凝らした手作りの式・
祭典に参加し、私たち独自の文化「アルプスイズム」が海外現地
法人にも共有され、企業の力になっていることを強く感じました。
　「アルプスイズム」は広義なものであり、狭義な捉え方を避ける
ためにも明文化していませんが、私たちが古くから行動規範として
きた「三つのHard」に、私の思いを加えたものが、グローバルで共
有化され実践しています。
　「Work Hard：誠実」すべてのステークホルダーに、また自ら
の仕事に対しても、常に誠実、真剣、かつ一生懸命に取り組む。
　「Study Hard：挑戦」常に新しい挑戦を続ける。そのためには深
い学びが必要であり、学びと挑戦を繰り返すことで個が成長する。
　「Play Hard：連帯」“アルプスは一つ”の合言葉の下、私たち
の誇るべきチームワーク「連帯」によって革新を進め、成果を手に
した際には努力を称え合い、次の飛躍への活力を生み出す。
　私たちは、経営のベースに常に人をおき「人に賭ける」ことを普
遍的な企業哲学としてきました。倫理的な文化を大切にし、個の
尊重、社会との共栄など、創業時からの志は、現在も五つの経営
姿勢として継承しています。

　世界は日々刻々と変化し、エレクトロニクス産業を取り巻く市場
環境も目まぐるしく変化を続け、一層厳しさを増しています。このな
かで、第８次中期経営計画でのアルプス電気グローバル全社員の
行動指針は「Constructive、Proactive and Vigilant（建設
的に、主体的に、そして緊張感をもって）」としました。
　我々経営陣は、この厳しさを強く認識し、社員一同がこの指針を
強く胸に刻んで、日々の活動に取り組んでまいります。
　「美しい電子部品を究める」ために、私たちは日々 研鑽を重ね、新た
な「価値」を一つでも多くお届けすることが、すべてのステークホル
ダーの皆様の笑顔につながることを願っています。

　今後も、アルプスグループの健全な発展と成長に向け、努力を
続けてまいります。引き続き、ご支援・ご鞭撻のほど、よろしくお願
い申し上げます。

●	配当について

2016年3月期
期末配当（2016年 6月24日 実施） 15.00円
　　　　　　（2016年1月27日開示 従来10円から15円に5円増配）

2017年3月期
中間配当（2016年 11月下旬 予定） 15.00円
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電子部品事業　第８次中期経営計画	2017年3月期～2019年3月期

第8次中期経営計画 事業目標

GT510 (Sales ¥500Bil. Operating Income 10%)
売上5,000億円、営業利益率10％を目指す

目標 施策

1
車載市場向け売上
3,000億円の達成

・モジュールの収益増加
・デバイス製品ラインナップの拡大

2
モバイル市場向け売上
2,000億円の達成

・1stサプライヤーの維持・拡大
・新モバイル機器へのビジネス開拓
 （PC・ウェアラブル・バーチャルリアリティ・ドローン等）

3
EHII向け売上
600億円の仕込み

・第9次中期経営計画に向けた仕込み
・高付加価値製品の拡販
・他社との協業によるオープンイノベーションの拡大

「車載、モバイル、EHII」三つの市場に注力

　当社は、2016年4月から3年間の「第8次中期経営計画」を策
定しました。
　「持続的な成長が可能な会社」を目指し、車載、モバイル、そして
今後の成長市場であるEHIIの三つを重点市場と位置付けました。
　車載市場向けでは、一層の収益改善に取り組むとともに、モバ
イル市場向けでは継続した新製品の創出と増客を図ることで、
両市場による「収益の両輪化」を実現し、更なる拡大を目指しま
す。またEHIIは、HMI、センサリングTM、コネクティビティの三つの
技術領域で、またこれらを融合した新製品開発にスピード感を
持って取り組むことで、早期に事業の柱として確立させます。
[車載市場]
　車載モジュールは、インプットデバイスのHMI、センサリングTM、
コネクティビティを融合した新製品開発に拍車をかけ、あわせて
品質確保と生産性の改善を図り収益力を強化していきます。車
載デバイスでは、車内でのコネクティビティ製品であるBluetooth®

モジュールがシェアNumber 1を維持していますが、今後のITS

為替前提：米ドル／円 110 ・ ユーロ／円 125

（高度道路交通システム）社会の広がりを視野に、車外とのコネ
クティビティにも注力し、自動運転をアシストするADASやDSSS
に対応すべく、V2XモジュールやGNSSモジュールなど、自動車
とさまざまなモノを通信でつなぐ製品の拡大を図ります。
[モバイル市場]
　これまでのスマートフォン向け市場から、モバイル市場向けへ
と領域を拡大し、ウェアラブル、バーチャルリアリティ、そしてド
ローンなどを含めた各種インプットデバイス、触覚フィードバック
のハプティック®デバイス※や高性能センサ群を積極的に投入し
ていきます。
[EHII市場]
今後の伸びが期待されるIoT（Internet of Things）市場で、い
ちはやく「センサネットワークモジュール」を投入しました。更に製
品力を高めるための提案活動、協業の推進など、将来の拡大に
向けた事業活動も積極的に展開して環境・エネルギーやヘルス
ケア分野を次の事業の柱に育てていきます。
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車載モジュール HMI・センサリングTM・コネクティビティを融合した製品開発

スマートフォンからモバイルに領域拡大・
1stサプライヤーの維持・拡大

IoTビジネス オープンイノベーションの拡大

車載市場向け売上3,000億円の達成

モバイル市場向け売上2,000億円の達成

センサ・コネクティビティ・インプット/フィードバック

EHII向け売上600億円の仕込み

ヘッドアップディスプレイ

Cloud 
Internet

Smart Phone

フォースフィードバック技術

リカロイTM リアクトル

ADAS: Advanced Driver Assistance System
GNSS: Global Network Satellite System
V2X: Vehicle to Infrastructure/
        Vehicle to Vehicle/Vehicle to Pedestrian
DR: Dead Reckoning

車載デバイス コネクテッドカーに向けた製品開発

V2Vコミュニケーション

Broadcast
GNSS

カメラ用
アクチュエータ 曲面

タッチパネル

地磁気センサ 小型・防水
タクトスイッチ®

ハプティック®デバイス※

フォースリアクタ™

高性能センサ

インプットデバイス

バーチャルリアリティ

ドアモジュール

パワーシートスイッチ

ステアリングモジュール

インストルメントパネル
モジュール

キーレスエントリー
システム

電子シフター
ハプティック
コマンダ®※

電子パーキング
ブレーキ

Bluetooth®

Wi-Fi
GNSS

Navigation
Head Unit
Bluetooth®

Wi-Fi

Remote Tuner
V2X

GNSS (+DR)

LTE
GNSS
Wi-Fi

ADAS

テレマティクス

インフォテイメント

車載（HEV/EV）向け電流センサ開発

インフラ市場向け大電流センサ開発

新たな価値の創造 経営基盤の強化何をしている会社か 企業価値を
支える取り組み

※ハプティック®デバイス、ハプティックコマンダ®は当社の登録商標です。
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取締役
車載モジュール事業担当	兼	技術本部副本部長

佐藤　浩行

独自のものづくりと生産性改善で
収益力強化へ

自動車メーカーとの信頼関係を構築

　昨今、クルマは、地球に優しい「環境」を重視した開発に加え、
衝突回避などドライバーや周囲の「安心・安全」、またスマートフォ
ンなどと連携して各種の情報を受け取ることが出来る「快適」の
実現へと急速に進化しています。

　これらを支えているのが、さまざまな車載用の電子機器であ
り、当社が手がける分野です。
　世の中はどのようなクルマを求めているのか、自動車メーカー
はそれを具現化するためにどのような開発を進めようとしてい
るのか。これら多様なニーズや技術革新の方向性をいち早くつ
かみ、ソリューションを提供する。当社の車載事業は、これらをよ
りスピーディーに進めることが求められています。
　これには、お客様である自動車メーカーとの信頼関係が非常
に重要です。当社は、1970年代後半、ステアリング周りに装着
するスイッチから車載機器への取り組みをスタートさせ、80年代
には世界初のカーナビゲーション開発、米国高級車への車載用
タッチパネル供給など、長年にわたって車載機器を手がけてきま
した。その間、技術者を派遣するなどお客様と一緒になって常に
新しいものづくりに挑戦しています。また、民生機器で実績を積
んだ当社のさまざまな入力デバイスと、子会社であるアルパイン
のナビゲーションを核とした車載情報機器とを組み合わせ、グ
ループ独自の技術・製品提案も展開。各社から高い評価をいた
だくとともに、意見交換も積極的に行っています。
　更に、世界の各自動車メーカーは、販売はもとより生産拠点も
グローバルに広がっており、部品メーカーには、高品質な製品を

それぞれの地域で安定的に供給することが求められています。
当社では、製造・販売・技術のグローバル体制を構築。お客様へ
のきめ細かなサポートを実現するなど、世界のどの地域でも同じ
対応が可能であることも、大きな強みになっています。

車載市場での収益拡大を目指す

　「持続的な成長が可能な会社」に向けて、車載・モバイル両市
場での「収益の両輪化」を実現するために、車載市場向け事業で
は一層の収益改善に取り組んでいきます。
　当社の車載事業は、大きく「車載モジュール」と「車載デバイ
ス」の二つに分けられますが、それぞれ、課題は異なります。
　インストルメントパネル、電子シフター、ドアモジュールといった
車載モジュールは、快適な操作フィーリングの追求や複合化・多機
能化によって付加価値の向上を図りながら、材料・部品の共通化、
及び設計・開発工程の標準化を強力に推し進めていきます。更に、
これまでも継続して取り組んできた生産性改善にも一層、拍車を
かけて安定品質を維持・徹底し、収益力の強化を図ります。
　通信やセンサといった車載デバイスは、今後のITS（高度道路
交通システム）が進展していくことによって、これまで以上に必
要性が高まります。民生機器で鍛えた高品質や安定供給を武器
に、ラインナップの更なる拡充と拡販活動の強化によって、売上
の拡大を図っていきます。
　また、急速な技術革新、市場変化のなかで、当社の競争力を高
め、収益力を強化していくためには、「ブラックボックス化」も重
要になります。これは、製品に独自開発のアルゴリズムを組み込

車載事業	担当役員インタビュー

アルプス電気グループでは従来から培ってきた車載製品の「技術」を
更に進化させることで「安全・安心」な製品を作り、収益の拡大や、
その先にある「持続的な成長」が出来る企業へと、グループ一体と
なって取り組んでまいります。
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むなど、外見からは分からない、さまざまなソフトウェアやノウハ
ウを盛り込むことによって簡単に真似が出来ないものづくりで
す。これには製造設備の内製化、素材開発なども有効であり、こ
れらによる高付加価値の製品開発にも力を入れていきます。

｢車載市場向け売上3,000億円の達成｣
の実現に向けて

　車載市場の売上は、当社全体の売上の約50％を上回るよう
になりました。
　今後３年間の第８次中期経営計画において、「車載市場向け売
上3,000億円の達成」という目標を掲げています。これを達成す
るために、車載モジュール、車載デバイス製品ともに、HMI、セン
サリングTM、コネクティビティの三つの技術領域での新製品開発
と、これらを融合した次代の製品開発に拍車をかけていきます。

　車載モジュールにおいては、これまで家電製品やゲーム、PCな
ど幅広い領域で実績を上げてきたHMI技術を駆使し、車室内機
器の「快適」な操作を実現します。また昨今、スマートフォンで馴
染んだタッチパネル入力をクルマの各種操作用として応用して
いく動きに対応し、当社の静電容量技術による高精度タッチパ
ネル・センサにASIC（特定用途向け集積回路）を組み合わせた、
独自のモジュール開発に取り組んでいきます。

　車載デバイスにおいては、冒頭にお話ししたとおり、「安心・安
全」が、現在のクルマに求められている重要なキーワードであり、
これを実現する重要な技術に、道路状況をはじめとしたさまざま
な情報をやり取りする高周波（通信）技術があります。
　自動車メーカーでは、先進運転支援システムADAS（Advanced 
Driving Assistant System）や、クルマと車外のさまざまなも
のがつながり「快適」にも貢献するV2X（Vehicle to X）などコ
ネクテッドカーの開発が進められていますが、当社では、長年
培った高周波技術を用いて、これらを支える各種の通信用デバ
イスを提供しています。近年では、車室内でのハンズフリー通話
などに使用されるBluetooth®は業界シェアNumber 1となって

おり、一方、車外とのコネクティビティでも、業界に先駆けたV2X
用や全地球航行衛星システム対応GNSS （Global Navigation 
Satellite System)用などの最新デバイスを開発しています。こ
れらの実績を踏まえ、今後も独自のものづくりによって、クルマ
社会の更なる進化に貢献していきます。
　その他、オーディオの音量調節などに使用してきた抵抗体技術
は、高精度、高耐久性が要求される各種の車載用センサへと応用
し、実績を重ねており、燃料消費の低減に貢献するEGR(Exhaust 
Gas Recirculation)バルブセンサやスロットルポジションセンサ
など、自動車だけでなく二輪車向けにも採用拡大を図っていきま
す。また、今後更に「環境」に配慮した車への搭載を進めるべく、ハ
イブリッド車やEV車には独自の材料とプロセス技術やソフトウェ
アを駆使した電流センサの開発を進めていきます。

活気あるプロエンジニアの育成に注力

　「美しい電子部品を究める」と｢宇宙船地球号｣、この当社の引
き継がれてきた価値観を大切にし、ぶれない判断に基づく経営
をしていきたいと考えています。

　車載事業は順調に売上を伸ばしており、更に今後の市場拡大
が見込まれる中で、開発を始め、各部門では多忙な日々が続い
ています。この中でも、特に若手エンジニアを中心に、自分たち
が明日のクルマの進化を生み出すのだとの気概を持つことで、
更にモチベーションを上げ、活気あるエンジニアのプロ集団を育
成していくことに、今まで以上に力を注いでいきます。

　もちろん、当社だけでなく、アルプスグループとして、アルパイ
ンとの協業やアルプス物流との連携も重要であり、ビジネス
チェーンマネジメント（BCM）の観点からも、「一つのアルプス」を
実践し、「持続的な成長が可能な会社」にするため力を注いでい
きたいと考えています。

新たな価値の創造 何をしている会社か 経営基盤の強化 企業価値を
支える取り組み
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広範囲な市場で着実な成果

　我々が、新しい第８次中期経営計画のなかで取り組んでいく
EHII市場は、「エネルギー：Energy」「ヘルスケア：Healthcare」

「インダストリー：Industry」そして「IoT：Internet of Things
（モノのインターネット）」という四つの頭文字を組み合わせたも
のです。
　このようにEHII市場は、大変広範囲なものであり、対象となる
お客様も電力、メディカル、ITソリューションなど、実に多種多様
です。
　これまで当社では、2010年に設立した子会社アルプス・グ
リーンデバイスと連携して、エネルギー市場向け各種電流センサ
や蓄電池システムの開発に取り組んできました。昨今、徐々にで
はありますが実績が上がってきております。また、海外大手企業
とスマート分電盤に用いる磁気式電流センサの共同開発をス
タートするなど着実な前進を続けています。
　ヘルスケア市場では、先に発表したジーニアルライト社と、生
体センサモジュールの事業化に向けて業務提携を強化し、小型・
軽量で常時身に付けられる、高精度な近赤外分光センサを開発
しています。また、電子部品の製造で培った微細加工技術や高精
度・高品質を活用して、細胞や特定疾患の分析精度を向上し、更
に検体検査・分析機器の小型化と分析時間の短縮に貢献する

「マイクロ流路」の開発と事業化を進めています。
　インダストリーでは、同分野のさまざまな機器で操作部等に使
用される各種のスイッチをはじめとして、機器の状態や動作を検
知するセンサなど、コンポーネント部品を中心に採用が進んでい
ます。

　そして、これら各市場で共通して活用されるものであり、今後
の拡大が期待されているIoT市場。省エネルギー化に向けた技
術やバイオテクノロジーなどへと活用していくことで、電力や食
料問題に役立てる構想があるなど、この市場は、業界の大きな
変革、更には社会の変革につながるものとして、大きな注目を浴
びています。
　人やモノ、環境の現状を検知し、その集められた膨大なデータ
をクラウドへと運ぶまでの「フロントエンド」と言われる領域では、
当社の得意とするセンサリングTM、コネクティビティ製品が大い
に活躍できると考えており、今後のビジネスとしても大きく成長
していくものと捉えています。

「しみだし」とオープンイノベーションで
「EHII向け売上600億円の仕込み」の
基盤固め

　これら新しい市場に対しては、当社の強みであるHMI、センサ
リングTM、コネクティビティの三つの技術領域をもとに、新しい機
能を追加し、新たなビジネス分野への展開を図る＝「しみだし」に
よる製品開発を行っていきます。一方で、各市場の成長スピード
に先んじた、効率的かつ先進的な開発活動を一層強化していく
ために、他社とのアライアンス、事業提携などをはじめ、オープン
イノベーションなどを積極的に進めていきます。

　エネルギー市場では、結実したビジネスを足がかりとして、今
後、電力インフラ市場向け大電流センサやスマート分電盤用の
磁気式電流センサなどを拡大させていきます。
　ヘルスケア市場では、昨今の高齢化、また健康ブームなどに

EHII事業を第3の柱へ

フロントエンド領域でのセンサリングTMとコネクティビティといった
アルプス電気の強みを生かし、さまざまな企業とのコラボレーションを
実現させ、幅広い市場へFirst	1、Number	1となる製品を生み出して
いきます。

取締役
新規＆民生モジュール事業担当	兼	技術本部副本部長

大王丸　健

EHII事業	担当役員インタビュー
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伴って、日々の体調管理に役立てるために、自らの身体データの
計測が可能なウエアラブル機器が話題となっています。
　これらには、高精度はもとより、小型・軽量化が望まれますが、
前述した近赤外分光センサは、当社が長年培ってきた高精度部
品加工技術や高密度部品実装技術、生産技術を融合させた、他
社に真似のできない大変優れたものとなっており、今後の拡大
に期待しています。
　また、日本国内における深刻な医療費の高騰や高齢者人口の
増加などを背景に、国を挙げて健康寿命を延ばす取り組みが進
められています。これに対して、昨今では病気が重症化する前に
早期発見・早期治療等の診断・予防医療に寄与する検査の方法
として、POCT（Point of Care Testing：臨床現場即時検査）
が注目を集めており、活用が本格化しつつあります。
　当社ではこれに注目し、現在、専門の検査機関への依頼を必
要とするDNA検査が、病院内で短時間のうちに可能となるチッ
プ「マイクロ流路」を開発。ここにも当社独自の精密加工技術な
どをふんだんに投入して高精度・高品質化を実現しています。更
にセンサ技術を活用したモジュールへ発展させることも視野に、
同ビジネスの確立、拡大を進めていきます。
　更に、世界初「カラダの内側を知る」メガネ型ウェアラブルデバ
イスである（株）ジェイアイエヌの「JINS MEME（ジンズ･ミーム）」
では、当社が開発サポートを行いました。
　これらの経験を踏まえ、期待の市場に積極的なアプローチを
進めていきます。

　インダストリー市場では、ベジタリア（株）などが参画する国策
プロジェクトを共同で進めています。これは水稲向け水管理支援
システムというもので、水田に立てたセンサユニットによって水
田の水位、水温や周囲環境の温・湿度を計測し、サーバーまで送
信することで、水田管理や農作業の効率化を図ろうというもの
です。このセンサユニットには当社が開発した低消費電力の高性
能センサが搭載されており、すでに実証実験に取り組んでいます。
　このプロジェクトはIoTによるものですが、その他にもIoTに向
けて、「CEATEC JAPAN 2015」におけるグリーン・イノベー
ション部門で準グランプリを受賞した、各種センサとBluetooth®

通信モジュールをワンパッケージ化した「センサネットワークモ
ジュール」では、今後の同ビジネスモデルを模索しているお客様

に向けての販売も広く進めています。１社でも多くのお客様に当
社技術優位性を知っていただくことにつながると同時に、当社で
は市場ニーズを把握して事業化の判断へとつなげていき、更に
お客様との協業も視野に入れた拡販活動に注力していきます。

　これらEHII市場では、次期の第９次中期経営計画において「年
間売上600億円の仕込み」達成を目標に掲げました。この実現
のために、現在の第８次中期経営計画のなかでビジネスモデル
を確立させていきます。
　民生機器向けで実績を積んできたエンジニアの一部を本
EHII市場へ投入するとともに、強力な拡販体制を敷くべく、営業
メンバーも同市場にシフトさせるなど、体制作りも着々と進めて
います。

多様な情報と柔軟な思考で世界へ展開

　かつてアルプスが歩んだことのない道、つまり新たな事業分
野を創っていくことに、重大な責任を感じています。一方で、新し
い事業を次の成長に向けて育て上げることによって「持続的な
成長が可能な会社」を実現していく、これをやり遂げてみせると
いう強い意志と喜びを感じています。
　私が担当役員として先頭に立ちながら、協業や技術提携な
ど、コラボレーションする各企業と深い信頼関係を築き、社員と
一緒になって悩み、考え、喜ぶなど、みんなが一つのチームと
なって共に事業を育てていきたいと考えています。
　また、当社にとって未知の分野であるからこそ、異業種を含め
広く情報を得て柔軟な思考で進めることを常に意識するととも
に、世界的に有望なこの市場を当社のグローバル展開へと発展
させることを視野に入れ、車載市場、モバイル市場に続く「第３の
柱」に育てるべく、まい進していきます。

新たな価値の創造 何をしている会社か 経営基盤の強化 企業価値を
支える取り組み
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研究開発
　アルプス電気グループでは、地球規模での人口増加による
水・食料・エネルギーの不足、電子化技術の進化による自動車の
自動運転開発やＩｏＴ対応などの事業環境の変化に対応し、培っ
てきた技術の進化と融合により社会的に意義のある高付加価値

　私たちは、基礎技術・先端技術の開発は日本で行い、顧客や市
場のニーズに合わせた製品バラエティの設計は現地で開発する
体制を採っています。これにより技術・製品の共通化・標準化を
グローバルに推し進めています。
　また、国内外の大学や研究機関との共同研究や、他社との協
業による開発、またグループ内の電子部品事業と車載情報機器
事業との協創による開発にも積極的に取り組んでいます。

　私たちは、長年培ったメカトロニクス技術・プロセス技術・材料
技術・各種設計技術を深化させ、これらを融合するイノベーショ
ンを継続し、「市場・顧客ニーズに合致」した新規事業・製品の創
出で他社との差別化を図り、優位性を確保します。
　コア技術をベースに新しい機能追加を継続し、同時に「環境」
にも配慮した新たなビジネス分野への展開を図る「しみだし」と、
容易に真似されることのない「技術のブラックボックス化」による
製品開発を重視しています。
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●	研究開発費（電子部品事業）

●	グローバル開発体制

の製品創出にむけた研究・開発を持続的に行っています。
　私たちは、「美しい電子部品を究める」を研究開発における基本方
針とし、２０１６年度からの第８次中期経営計画においてもコア技術
の深化・融合をより加速させ、新たな「価値」ある製品を創出します。

　これらを基本に私たちは、「HMI（ヒューマン・マシン・インター
フェース）の深化」・「センサバラエティの拡大」・「コネクティビティ
をキーとしたビジネスの拡大」を成長エンジンとして注力し、
EHII＊の確立・車載デバイスの拡大を図ることで、これからの社
会が求める、人にも地球環境にもやさしい豊かな暮らしの実現
に貢献できる製品開発を行っています。

＊ EHII : Energy, Healthcare, Industry, IoT

■ 株式会社 東北マグネット インスティテュート（TMI）に出資 
東北大学発、革新的軟磁性合金の実用化に向け、新会社TMI
を、（株）東北大学ベンチャーパートナーズ及び他企業4社＊と共
に出資しました。TMIが製造・販売する軟磁性合金は、電気製
品において、変換時のエネルギー損失を従来の電磁鋼板（ケイ
素鋼板）に対して、1/2～1/4に低減できる省エネルギー材料
です。今後は同材料を応用した製品開発に取り組みます。

■ ジーニアルライト株式会社と生体センサ事業化に向け業務提携を強化 
ジーニアルライト（株）が有する医療機器分野における高度な
光計測技術と、私たちの高精度・高信頼性の生産技術を融合
させることで、低拘束で多項目の生体データが計測可能な生
体センサの開発を進めています。この業務提携により、具体的
な事業化へと取り組みます。
＊ パナソニック（株）、JFEスチール（株）、（株）村田製作所、NECトーキン（株）

アルプス・ヨーロッパ

●欧州
・新規ビジネス獲得
  機能強化／
  技術マーケティング

アルプス・マレーシア

●アセアン
・車載市場の
  技術力強化

アルプス・中国 アルプス通信デバイ
ス・テクノロジー上海

●中華圏
・車載向け製品開発の強化（大連）
・開発力強化（無錫） ・ソフト開発力強化（上海）
・自主開発ビジネスの強化

アルプス・ノースアメリカ サーク コーポレーション

●米国
・新規ビジネス獲得機能強化／
  技術マーケティング
・静電センサ技術開発

アルプス電気

●日本
・全社開発機能の
  コントロール
  センター

韓国アルプス

●韓国
・車載向け
  製品開発

体制・研究開発費

戦略

アライアンス活動
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●	2015年度製品開発事例

●	2015年度製品開発事例

　自動車市場において、車の安全・安心・快適・環境に対する要
求はますます高まっており、将来の完全自動運転を見据えた先
進運転支援システム（ADAS:Advanced Driving Assistant 
System）や、地球環境を意識した電気自動車（EV）・燃料電池自
動車（FCV）の技術開発が従来の自動車メーカー以外の企業を
含め進められています。
　私たちはエンジン、シャシーに使用されるセンサやADASに用
いるデバイス製品の拡充、電子シフターなど車室内で人が操作
するモジュール製品まで幅広く開発を行っています。
　また、車載ビジネスにおいては機能安全の要求も高まっており、
私たちもその要求に対応する組織体制を構築し、推進しています。

　スマートフォンは、新興国での販売台数の続伸と、機器本体の
高速化・高容量化により、引き続き市場規模の拡大が期待され
る市場です。反面、モデルの入れ替わりが速く、競争が熾烈なビ
ジネスでもあり、お客様のニーズへの迅速な対応が求められま
す。私たちは、カメラのオートフォーカス用アクチュエータをはじ
め、各種スイッチ、センサ、コネクタ、タッチパネルなど幅広い製
品の開発・生産を行っています。

　私たちは将来拡大が見込まれる、車載・モバイル・エネルギー・ヘルスケア・ＩｏＴ市場に向けて、最適な製品をタイムリーに投入してい
ます。

車載 モバイル

　地球温暖化、環境破壊は、地球規模での重大な課題です。私
たちは、低消費電流・省資源型のパワーインダクタ、各種センサ、
通信モジュール、並びに東北大学と共同開発した磁性素材「リカ
ロイ™」の特徴を生かしたモジュール製品を開発しています。エネ
ルギー使用量の見える化や、より効率的なエネルギー変換を実
現する製品を提供することで、スマートシティの発展や再生可能
エネルギーの実用化に貢献していきます。

　高齢化社会の進展に伴い病気を未然に防ぐため、日常的な健
康状態や環境情報のモニタリングニーズが高まっています。私た
ちは拍動や血流などの生体情報も高精度にセンシングし、コネ
クティビティ（無線通信）技術を生かしたヘルスケア機器向けデ
バイスを開発しています。

　新市場として、今後大きな伸びが期待されるIoT（Internet 
of Things）市場に向けた各種の提案活動をはじめ、ネットワー
ク関連企業などとの協業を積極的に展開しています。
　アルプス電気グループは、IoTの進展を見据えて、継続して各
企業、地方自治体とのコラボレーションや環境・省エネルギー関
連での新たなアプリケーション提案など、新市場での取り組みを
積極的に進めていきます。

エネルギー

ヘルスケア

IoT

注力する市場への対応状況

車載用Bluetooth®オールインワンモジュール

オートフォーカス用アクチュエータ

トロイダルコイル

フォースセンサ

パワーインダクタ

タクトスイッチ®

電流センサ

路車間、車車間通信モジュール

電子シフター

新たな価値の創造 何をしている会社か 経営基盤の強化 企業価値を
支える取り組み
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知的財産

　当社では、これまで、中国、韓国、欧州における知的財産管理
体制の整備、並びに、現地法人の技術者への知的財産教育の強
化を図ってきました。今後更にグループ・グローバルでの知的財

　当社では、持続的な成長の基盤となるコア技術・製品の領域
において自社創出の知的財産（特許等の出願）の強化を図るとと
もに、大学や他社との共同開発・アライアンスによって早期に新
技術の導入を行うと同時に利用可能な知的財産の増強を行うこ
とで、当社製品の競争力の保護に努めています。国内外におけ
る特許等出願に関して強化を継続しており、2016年度には、
800件（2012年度比約1.5倍）の出願を予定しています。
　また、プロダクトライフサイクルにあわせた知的財産の活用を
目指し、自社未利用特許などの譲渡、将来利用特許の購入活動
などに力を注いでいます。プロダクトライフサイクルの創生期・
成長期の知的財産を拡充するとともに、成熟期・衰退期の知的
財産を成長領域へ再活用することで、事業に即した知的財産活
動を行っています。

グループ・グローバル知的財産管理体制

持続的な成長に資する知的財産活用の取り組み

保有特許（利用可能特許）の強化

産管理拠点となる日本を軸に、各国の現地法人・ネットワークと
の連携を強化しグローバルでの資産の確保とグローバルビジネ
スの拡大に貢献します。

　アルプス電気グループはものづくり企業として、正しい知識・
理解を持ち、皆様に安心して当社の製品やサービスをご利用い
ただけるよう知的財産の創造・保護・活用を行っています。

　当社では、1．保有特許の強化と知的財産品質の向上、2．グ
ループ・グローバル知的財産管理体制の強化、3．知的財産教育

　私たちは、知的財産活動を企業の持続的な成長に資する事業
活動のひとつと位置付け、知的財産の創造・保護・活用のサイク
ルを実行することにより、技術経営の実践を目指しています。
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単位：件

2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度（予定）

●	特許等出願件数（対象：アルプス電気）

●	プロダクトライフサイクルと知的財産活動

創生期

知的財産活動

知的財産の再活用・再生活動

プロダクトライフサイクル

成長期 成熟期 衰退期

の徹底強化を第8次中期経営計画の知的財産方針として活動
を行っています。
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品質管理

　アルプス電気は、お客様に満足していただける卓越した製品
とサービスを提供していきます。また、第8次中期経営計画にお
いては「グローバル同一品質」を実現すべく、製品間や生産拠点
間の体制、力量のばらつきをなくすとともに、高いレベルでの品
質安定化に取り組んでいきます。

品質管理基本方針と中期経営計画

品質マネジメントシステム（QMS）

　アルプス電気グループでは、「品質」は事業活動の根幹にかか
わる最重要課題と捉え、「品質管理基本方針」の下、品質改善活
動を行っています。
　各製品に関する品質実績や課題については個別の取り組み改善
で終わらせることなく、全社の品質状況として定期的に取締役会に
報告され、全社での品質向上に向けた改善に結び付けています。　

　品質マネジメントシステム(QMS：Quality Management 
System)の国際規格は、すべての部門が品質保証を通じて顧客
満足向上を実現していることを証明するものであり、ビジネスを
行っていく上で必要不可欠なものです。
　アルプス電気グループでは、海外工場を含むすべての生産工場
においてISO9001を取得しており、また自動車業界向けの製品

　国内はもとより海外においても、品質問題の発生は大きな
事業リスクになりかねません。私たちは「品質こそ我らの未来」
を合言葉に品質の維持・向上、また問題発生の未然防止に一
丸となって取り組んでいます。

を生産している工場はISO/TS16949の認証取得を完了してお
ります。また、私たちはグローバルでの同一品質を実現するため
の施策の一つとして、国内外で統一されたQMSを2015年4月
以降運用しています。

※取得事業所一覧はアルプス電気ホームページをご覧下さい。

品質管理基本方針

お客様に満足していただける
卓越した製品とサービスの提供。

全体的なPDCA
工場内での
PDCA

品質状況

品質マネジメントシステム
●ISO9001  ●ISO / TS16949

取締役会

国内・海外 各生産工場

品質管理基本方針

アルプス電気グループ（グローバル）

お客様
●	品質保証体制

新たな価値の創造 何をしている会社か 経営基盤の強化 企業価値を
支える取り組み
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顧客・市場品質情報

顧客満足向上

発生原因
流出原因
是正処置
恒久対策
再発防止

開発・設計営業 製造拠点

GQIS

横展開

リアルタイムでGlobalの情報共有化

　品質問題の発生は、信頼を失うと同時に、業績やその後のビ
ジネスの獲得・維持継続の場面で大きなマイナスとなります。昨
今、車のリコール等に代表される不具合問題は、事業のグローバ
ル化や部品の共有化等ビジネスモデルの変化も伴いその対象
範囲が広がり易く、一旦問題が発生すると社会問題化すること
さえあります。品質問題は、そうなっては手遅れで、いかにそれら
の発生を未然に防止するかが重要です。
　アルプス電気グループでは、その取り組みの一つとして、品質
工学（QE：Quality Engineering）を積極的に活用しています。
　例えば、開発・設計段階では製品のロバスト性※を上げるため
に、お客様（市場）における製品の使用方法や環境条件を想定し
て機能の安定性を評価したり、設計条件の最適化を図ったりして
います。また、製造段階では出来栄えの判定にQEの考え方、手
法を活用し、特性のばらつきが少ないものを出荷出来るように
努めています。こうした取り組みは国内拠点のみならず、海外拠
点においても展開を進めています。
　また、QEの各手法については、社内の技術者教育体系に組み
込み、より多くのエンジニアがQEを学び、理解を深め、それぞれ
の現場にて活用していくことが出来るように教育の充実を図っ

ています。具体的な取り組みの場面では、社内のQEスタッフが
参画しさまざまな課題の解決を支援しています。そのQEスタッ
フは品質工学会など外部との交流を通して、QEのより良い活用
に向け研鑽を続けています。
　これまで以上に開発・設計の早い段階からのQE活用で品質
問題の未然防止に取り組み、お客様に満足していただける品質
の製品を提供していきます。

QEスタッフが参画した技術検討会の様子

※ロバスト性：
お客様が使用されるさまざまな条件（使い方、扱い方、高温多湿や塵埃など
の環境条件等）においても、出荷された製品が本来の機能を発揮する程度
を示す。

品質工学（ＱＥ）の積極活用

グローバル品質情報管理システム（ＧＱＩＳ）
　グローバル品質情報管理システム（GQIS：Global Quality 
Information System）はグローバルで品質情報を共有化し、
敏速な改善と横展開を図ることで不具合の封じ込め（未然防止）
を図るためのシステムです。このシステムの活用により、顧客あ
るいは市場の品質情報をグローバルで共有化が可能となり、敏
速な原因解析と対策を実施しています。更に、一度行われた対策
や改善については恒久対策化を行い、再発防止や次モデル開発

の重点確認項目としています。 
　GQISは、2001年、日本国内での運用を開始。分析機能の向
上、検索・追跡機能の強化などリニューアルした新システムを
2016年4月からグローバルで運用を開始しました。本システム
を、技術システムと連携・併用することで更なる品質向上につな
げていきます。
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　自動車の電子化拡大や高度な運転支援システム、自動運転シ
ステム等の普及に伴い、車載関連製品における安全に対する要
求は一層高まっています。2011年11月に、自動車に特化した機
能安全規格ISO26262も発効されました。
　アルプス電気グループはお客様に安全・安心な製品をお届け
するために、いちはやくISO26262に対応する製品化プロセス
及び体制を確立し、既に国内外の自動車メーカー様向けに機能

安全規格に準拠した数多くの製品開発を成功させています。
　また、車載製品に関わる全社員が、安全最優先で判断・行動す
る安全文化の醸成を目指し、機能安全基本方針の下、これに基
づく活動を推進しています。
　マネジメントレビューとして定期的に包括的な安全活動の振り
返りを取締役会にて行い、年度方針と重点施策の策定と展開を
通じて全社レベルの継続的な改善活動に結び付けています。

機能安全基本方針

私たちはお客様に安心して使っていただける安全な車載製品を提供します。

　コンゴ民主共和国及びその周辺国の武装勢力による人権侵
害や、これらの地域から採掘される鉱物の一部が武装集団の資
金源となり紛争を激化させていることが問題となっています。
2013年1月に施行された米国金融改革法第1502条は、これら
の鉱物を紛争鉱物と定義し、米国の証券取引所に上場している
企業に対して、製品への紛争鉱物の使用に関する情報開示を義
務付け、最終的には「紛争に資金的に加担する」紛争鉱物の使用
を排除させることを目的としています。
　アルプス電気は同法令の対象企業ではありませんが、人権を
尊重するとの立場からその目的に理解・賛同し、コンゴ民主共和

　アルプス電気グループは、日本をはじめ、中国・韓国・マレーシ
ア・メキシコ・アイルランド・ドイツ・チェコ・インドの生産拠点（9カ
国、21拠点）及び台湾と香港にIPO（International Procurement 
Office、海外購買部門）を設置し、調達活動を行っています。調
達においては、品質・価格・デリバリー・環境保全の観点から優れ
た原材料・部品等をタイムリーかつ必要数を入手しなければなら
ず、信頼のおける取引先からの調達が必須であり、信頼関係の
構築に注力しています。
　また、サプライチェーンは自然災害・事故・労働争議・倒産等に
より、調達活動のみならず物流など広範囲にわたり影響を受け

国及びその周辺国において非人道的な行為を行っている武装勢
力の資金源となっている紛争鉱物を意図的に製品の原料として
使用しないよう努めます。

　2015年度は、紛争鉱物課題に関する社内理解の推進、当社
の紛争鉱物に対する考え方や対応の周知を目的に、エンジニア
向け勉強会を実施しました。製品の開発段階より紛争鉱物課題
を意識したものづくりの推進につなげていきます。

ます。アルプス電気グループでは、サプライチェーンデータベー
スを定期的に整備するとともに、グローバルで情報を一元化し、
調達リスクが発生した場合は、タイムリーに対応できるよう体制
を構築しています。

　2015年度は、取引先様向けの事業方針説明会においても当
社の調達リスクへの対応について説明を行いました。調達リスク
への対応は、取引先の皆様の協力なしでは実現しません。今後
も、連携を更に強化し取り組みを推進していきます。

紛争鉱物への対応

車載製品の機能安全に対する取り組み

調達リスクへの対応

　アルプス電気グループでは、「誠実」を基本とし、サプライヤーを公平に接遇するとともに、信頼ある協力関係を確立。
　安全や環境にも配慮をし、持続的な発展に成長することを調達の方針としています。

調達

新たな価値の創造 何をしている会社か 経営基盤の強化 企業価値を
支える取り組み
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当社のコーポレート・ガバナンス

　これまで当社は、優れた品質の製品を社会へ継続的
に提供していくため、ものづくりのプロセスと仕組みの
確立に注力してきましたが、これら事業活動の前提と
して、「企業は社会から期待される存在」でなければ
なりません。
　「アルプスイズム」と呼ばれる当社独自の文化・
社風には「Work Hard:誠実」、「Study Hard:挑
戦」、「Play Hard:連帯」というキーワードがありま
すが、これは、社会に対して誠実であるとともに、新
たな価値の創造に向けて常に学び、挑戦を続け、ス
テークホルダーの皆様との絆（＝連帯）を一層強める
ことで社会に貢献していくことでもあります。
　ものづくりにおけるアルプスイズムの実践と同様に、
企業として、その社会的責任を果たす上でもアルプスイズ
ムを貫徹する、これが当社のコーポレート・ガバナンスの基本
であり、特徴とも言えます。
　特に、社会に対して誠実であることはガバナンスの中心であ
り、これまでも「公正な経営」を掲げ、当社グループにおけるコー
ポレート・ガバナンスの向上に取り組んでまいりました。
　今後は、金融庁、東京証券取引所から提示された「コーポレー
トガバナンス・コード」の趣旨に則り、「公正な経営」の透明性を
さらに高めるとともに、「挑戦」、「連帯」をより一層実践していく
ことが、当社が社会から期待されていることであると考えてお
ります。

Play Hard
（連帯）

Study Hard
（挑戦）

アルプスイズム

アルプスらしい攻めのガバナンスを
支える基盤強化へ
アルプス電気は創業68年目の今年、監査役会設置会社から
監査等委員会設置会社に移行しました。
これまで培ってきた	“アルプスイズム”を生かし、次の時代に向けた
基盤作りを行っていきます。

取締役
人事、法務・知的財産担当	兼	貿易管理担当
管理本部長

梅原　潤一

監査等委員会設置会社への移行

　そうしたなか、昨年、改正会社法が施行され、会社の機関設計
について「監査役会設置会社」「指名委員会等設置会社」に加

Work Hard
（誠実）

コーポレート・ガバナンス	担当役員インタビュー
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え、第三の機関設計として「監査等委員会設置会社」が新たに導
入されました。監査等委員会とは監査役会に代わって監査を行
うもので、３人以上の取締役によって構成され、その過半数は社
外取締役とするものです。
　近時は、国内の上場会社に複数の独立社外取締役の選任を
求める声が強まっており、更には、事業のグローバル化の進展に
伴って、海外の投資家にも納得いただける機関設計を採用する
ことが必要となってまいりました。そこで、今回の法改正に合わ
せて、当社グループもこれらの声に対応すべく、監査等委員会設
置会社への移行を決めたわけです。
　特に、この監査等委員会設置会社という機関設計は、社外取
締役の機能を活用し易くすることによって、業務執行者への取
締役会の監督機能強化を目的としている点でも当社の方向性と
合致しています。
　今後は、この監査等委員会設置会社という機関を活用して

「公正な経営」を進めるなかで、これまで以上に「挑戦」、「連帯」を
色濃いものにしていきたいと考えております。

新しい取締役会で
スピードアップと攻めのガバナンスへ

　取締役会は、会社の業務執行の意思決定機関としての役割を
担っていますが、監査等委員会設置会社の取締役会は、業務執
行の決定、取締役の職務執行の監督、代表取締役の選定・解職
がその職務となります。
　また、「コーポレートガバナンス・コード」には「会社の持続的な
成長と中長期的な企業価値の向上のために」という副題があり、
内部統制を強めることによって、重要な経営事項に重点を置い
た十分な議論とスピーディーな経営判断、不測の損害や損失を
回避することによる企業収益の向上、そして、経営効率を高める
ことを狙いとしています。そのため、取締役会には、経営の意思
決定に重点を置いて業務執行を行う「マネジメント・ボード」と、
業務執行者に対する監督を行う「モニタリング・ボード」を置き、リ
スクヘッジとリスクテイクとをしっかりとバランスさせ、経済合理
性に則った合理的な経営と、スピードアップを図り、攻めのガバ
ナンスを目指していきます。

監査等委員会、社外取締役への期待

　監査役による監査と、監査等委員会による監査とは大きく異
なります。
　監査役は自ら会社の業務財産の調査を行う、いわゆる独任制の
機関でしたが、監査等委員会は会議体として組織的な監査を行い
ます。具体的には、取締役会において内部統制システムが適切に構
築・運営されているかを、自らも議決権を有しながら取締役会の内
部から監督するとともに、内部監査部門をはじめ、コンプライアン
ス・リスク管理、法務、経理・財務など、内部統制関連部門等と密接
に連携して各種情報を入手し、必要に応じて具体的な指示を行う
などの方法によって監査を行います。従って、監査役よりも一層、関
連部門との組織的なつながりを明確にしておく必要があります。
　当然のことながら、社外取締役はいわゆる「身内」ではないこ
とから、冷静、かつ客観的な第三者の視点を持ち、それぞれが有
する知識、経験をもとに積み上げられた知見が、当社グループの
経営へと生かされると考えております。そのためにも、社外取締
役の独立性は非常に大切です。一方で、社内状況に明るくない
場合、せっかくの知見を生かすことは難しいため、これから営業、
技術、生産などの各現場に、更には海外現地法人にも積極的に
足を運ぶことによって、社内に新しい「気づき」が生まれることも
期待しております。コーポレートガバナンス・コードにも、社外取
締役の役割として、経営方針や経営改善のための自らの知見に
基づいた助言が上げられており、是非この点も実効性あるもの
に仕上げてまいる所存です。
　そして、更に重要な役割が取締役会の運営評価です。この点に
ついて、特に監査等委員会の主導的な活動に期待しておりますし、
またそれが社外取締役の活動しやすさにつながり、最終的には当
社の新しい取締役会の姿を創り出していくものと考えています。

　改めて、今回の機関設計の変更はアルプスグループの持続的
な成長に向けた動きであることをご理解いただきたいと思いま
す。この新たな仕組みが機能し、実効性をもたらすよう、アルプス
イズ ム の「Work Hard:誠 実 」、「Study Hard:挑 戦 」、「Play 
Hard:連帯」の実践に努めます。
　アルプスグループの飛躍のために、今後も自信と誇りを持って
挑戦を続けてまいります。

新たな価値の創造 何をしている会社か 経営基盤の強化 企業価値を
支える取り組み
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代表取締役会長

片岡　政隆

専務取締役

木本　隆
営業本部長

取締役

梅原　潤一
人事、
法務・知的財産担当兼
貿易管理担当兼管理本部長

取締役

岡安　明彦
生産本部資材担当

取締役

佐藤　浩行
車載モジュール事業担当兼
技術本部副本部長

取締役
監査等委員（社外）

飯田　隆
弁護士

常務取締役

天岸　義忠
品質担当兼
生産本部長生産革新担当

取締役

大王丸　健
新規＆民生モジュール事業
担当兼技術本部副本部長

取締役

氣賀　洋一郎
経営企画、経理・財務、
総務・環境担当

取締役
監査等委員

藤井　康裕

取締役
監査等委員（社外）

國吉　卓司
公認会計士

代表取締役社長

栗山　年弘

常務取締役

笹尾　泰夫
コンポーネント事業担当兼
技術本部長

取締役

枝川　仁士
生産本部生産技術担当

取締役

佐伯　哲博
情報システム担当兼
営業本部副本部長

取締役
常勤監査等委員

髙村　秀二

取締役
監査等委員（社外）

秋山　洋
弁護士

役員一覧
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監査等委員会
社外取締役

社内取締役
選定・解職 指名・報酬の説明

会計監査人

監査等委員会室

コンプライアンス・監査室

営業本部
営業企画・営業

技術本部
技術企画・技術管理

安全保証・商品開発・技術

生産本部
生産革新・生産技術

資材・製造

品質担当
品質技術・品質保証

管理本部
人事・総務・経理・財務・税務
法務・知財・情報システム

関係会社（国内・海外）

代表取締役社長

経営企画室(取締役会事務局)

各部門による自己チェック

連携･
報告

指示

連携

監査等

連携

連携 会計監査

報告
連携・報告

報告
報告

通報

報告

報告 報告 報告 報告 報告

報告

通報

執行側組織・機能に対する内部監査

提案・報告 報告・意見陳述選解任 選解任 選解任
株主総会

取締役会

倫
理
ホ
ッ
ト
ラ
イ
ン

経営基盤の強化へ向けて

コーポレート・ガバナンス

　アルプス電気グループは、現代社会の一員として公正な経営を実現・実行していくための基盤の強化を目的に、コーポレート・ガバナ
ンス、コンプライアンス、リスクマネジメント、情報セキュリティについて積極的な取り組みを行っています。

　アルプスグループでは、コーポレート・ガバナンスの定義を、
「企業価値を増大するため、経営層による適正かつ効率的な意
思決定と業務執行、並びにステークホルダーに対する迅速な結
果報告、及び健全かつ効率的で透明性のある経営を実現する仕
組みの構築・運用」としています。株主をはじめ、すべてのステー
クホルダーの利益最大化が重要と考え、企業価値の最大化を図
り、かつステークホルダー間の利益をバランスよく満たし、その
利益を直接、間接的に還元することを基本としています。

　アルプス電気は、2016年６月23日開催の第83回定時株主
総会をもって、監査役会設置会社から監査等委員会設置会社に
移行しました。取締役会から独立した監査等委員会が、会計監
査人や内部監査部門との緊密な連携の下、監査・監督機能を強
化することで、一層のコーポレート・ガバナンスの強化と公正で
透明性の高い経営の実現を図ります。
　また当社は、株主、顧客、地域社会並びに従業員等のステーク
ホルダーに対する責任を果たすとともに、企業として実効性ある

コーポレート・ガバナンスの考え方

コーポレート・ガバナンス体制

　そして、これらの基本的な考えの下、アルプスグループ経営規
範として「グループ経営規定」、「グループコンプライアンス憲
章」及び「グループ環境憲章」を制定し、グループ全体の体制を
整備しています。また、「グループの運営及び管理に関する契約
書」を結び、グループの連携を強化する一方、上場子会社である
アルパイン株式会社と株式会社アルプス物流については自主性
を尊重し、各社が経営計画を立案して業績管理を行うなど自立
した経営判断の下に事業活動を展開しています。

コーポレート・ガバナンスを実現するために「アルプス電気株式
会社 コーポレートガバナンス・ポリシー」を制定いたしました。こ
れは、監査等委員会設置会社への移行に伴い、当社のガバナン
スの考え方を見つめなおし、持続的成長と中長期的な企業価値
の向上を目的として、攻めのガバナンスを支えるよりどころとす
るものです。今年度からスタートした第８次中期経営計画におい
て、本ポリシーの定着と充実、監査等委員会を含めた新体制の
立ち上げ、円滑な運営を進めていきます。

●	アルプス電気　コーポレート・ガバナンス体制図

新たな価値の創造 何をしている会社か 経営基盤の強化 企業価値を
支える取り組み
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　アルプス電気の取締役会は、取締役（監査等委員である取締
役を除く。）12名、及び監査等委員である取締役５名（うち社外
取締役３名）で構成され、経営の基本方針や中短期経営計画を
含む経営に関する重要事項を審議・決定するとともに、職務執行
状況の監査・監督を行う機関と位置付けています。取締役会は月
１回の定例開催に加え、必要に応じて臨時開催を行い、重要事項
をすべて付議し、充分な討議を経た上で決議を行っています。

　アルプス電気の監査等委員会は、社外監査等委員が３名、社
内監査等委員２名で構成され、社外が過半数を占める体制によ
り、取締役会から独立した客観的な立場から適切な判断をする
ように努めています。また、法律の専門家である弁護士、及び会
計の専門家である公認会計士として豊富な経験を持った社外監
査等委員と、当社の事業に精通した常勤を含む社内監査等委員

　アルプス電気は、社外取締役を３名選任しています。社外取締
役は、経営の適法性の確保に注力するとともに、すべてのステー
クホルダーを念頭に置き、取締役会で積極的な意見交換や助言
を行い、経営陣の選・解任及び報酬、会社と経営陣・支配株主等
との間の利益相反の監督、その他の取締役会の重要な意思決定
を通じ、経営監督の強化に努めています。また、定期的に当社拠

取締役会

監査等委員会

社外取締役

　また、取締役会の運営については、取締役会規則・細則に基づ
き、決議事項については法務、会計、税務及び経済合理性などに
ついて事前確認を行い、取締役会決議の適法性及び合理性を
確保しています。更に、「取締役会上程の手引き」を作成し、議案
書の様式標準化や審議ポイントを明確にし、取締役会で合理的
かつ効率的な議論が行えるよう努めています。

が高い実効性を持って監査を行うとともに、内部監査部門と連
携を図り、取締役会やその他の重要な会議の場において、経営
陣に対して意見を述べています。更に、監査等委員会の職務の
補助者を置くこととし、当該業務を担う使用人については取締役

（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性を確保します。

点を訪問し、情報収集を行うとともに、他の取締役、従業員と情
報・意見交換を行い、実効性のある監督に努めています。
　なお、社外取締役の選任につきましては、当社の定める独立
性基準を含む取締役候補者の選任基準に基づき判断しており、
また、各氏の同意を得た上で独立役員として指定し、株式会社東
京証券取引所に独立役員として届出ています。

氏名 監査等委員 独立役員 選任の理由 重要な兼職の状況

飯田　　隆 ○ ○
弁護士として法曹界における豊富な経験と実績をもとに
当社の経営について的確な指導や助言をいただくため

株式会社島津製作所社外監査役
日本電信電話株式会社社外監査役

秋山　　洋 ○ ○
弁護士として培われた専門的な知識・経験と幅広い見識
を当社の経営に反映していただくため

ＹＫＫ株式会社社外監査役

國吉　卓司 ○ ○
会計事務所における長年の国際経験と公認会計士として
培われた幅広い知識を当社の経営に反映していただくため

氏名 区分 取締役会出席状況 監査役会出席状況 監査役連絡会等出席状況

飯田　　隆 社外取締役 12回中 12回参加 – –

秋山　　洋 社外監査役 12回中 12回参加 5回中 5回参加 10回中 10回参加

國吉　卓司 社外監査役 12回中 12回参加 5回中 5回参加 10回中 10回参加

●	2015年度における社外役員の活動状況
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監査等
委員会

部　門

取締役

グループ監査連絡会
（監査等委員会、内部監査部門の連携）

監査等委員会

アルプス電気（株）
【電子部品事業】

『アルプスグループの運営及び管理に関する契約書』

『アルプスグループ経営規範（グループ経営規定・コンプライアンス憲章・環境憲章）』

アルパイン（株）
【車載情報機器事業】

（株）アルプス物流
【物流事業】

監査等委員会室 監査等委員会室 監査等委員会室

監査等委員会

取締役会

取締役会

監査等委員会

社　長 社長会／グループ経営会議

部門別連絡会

（グループ重要事項の事前協議・報告）
社長

経営企画　ＣＳＲ
経理　法務　人事
コンプライアンス等

経営企画　ＣＳＲ
経理　法務　人事
コンプライアンス等

経営企画　ＣＳＲ
経理　法務　人事
コンプライアンス等

社長 社長

取締役会
（グループ重要事項・電子部品事業の審議・報告）

●	アルプスグループ内部統制模式図

コンプライアンス

　アルプス電気は、創業の精神（社訓）をグループ経営の原点と
位置づけ、アルプスグループ経営規範の下、当社のコンプライア
ンスについての基本理念と行動指針を定めて当社及び上場子会
社を含む当社グループに展開します。また、当社及び当社グルー
プ全体の業務を適正かつ効率的に遂行するため、会社法及び会
社法施行規則に基づく内部統制システム体制（業務の適正を確

　アルプス電気は、電子部品事業セグメントの基幹会社として、
グループコンプライアンス憲章をベースにした「コンプライアン
ス基本規定」を定め、具体的な施策をセグメント内でグローバル
に展開しています。
　その展開に際しては、ルールや仕組みを構築、導入するだけで
なく、これらが適切かつ有効に機能するように、実際に活動する
社員一人ひとりが適切にコンプライアンスの重要性を理解し、プ
ロアクティブな行動につなげられるように働きかけることを重視
しています。
　具体的には、会社の経営やグループとして業務が適正に行わ
れるための内部統制の仕組みの整備及び運用、各部門による活
動状況の自主点検（モニタリング）、及び内部監査部門による社
内各部門及び海外現地法人を含む子会社の業務活動に対する
内部監査を実施しています。例えば、公的機関から受領する補助

内部統制

施策の推進

保するための体制）の整備を行っています。なお、内部統制システ
ムに係る具体的な体制につきましては、当社コーポレート・ガバナン
ス報告書の「内部統制システム等に関する事項」をご参照下さい。

http://www.alps.com/j/ir/ir_governance.html

金・助成金の管理・運用については、「公的補助金管理・運用規
定」を定め、最高管理責任者を社長、統括管理責任者を管理本部
長とした全社的な管理体制を整備しています。その上で、本部毎
にコンプライアンス推進体制を設け、その推進責任者である各本
部企画部門長が推進者を指名し、規定に基づいた現場での管理
運営を徹底しています。そして、推進責任者は各本部の運用状況
を定期的に確認し、統括管理責任者と内部監査部門に報告し、
内部監査部門は全社の運用状況を定期的に確認し、統括管理責
任者及び最高管理責任者に報告することになっています。
　更に、不正行為などのコンプライアンス違反行為（インシデン
ト）を早期に発見し是正するために、インシデント発生時には、国
内各拠点及び海外現地法人の責任者による経営企画部門及び
コンプライアンス担当部門への報告を義務付けています。

新たな価値の創造 何をしている会社か 経営基盤の強化 企業価値を
支える取り組み

30Alps Annual Report 2016



　アルプス電気グループでは、業務ラインでの問題解決が困難
な場合に備えて、社内通報制度（倫理ホットライン）を設置し、運
用しています。倫理ホットラインは、所在国・地域毎の法規制や通
報対応の機動性等を考慮し、日本及び主要な海外現地法人に設

　管理担当取締役の下で、経営企画、法務、人事、総務、経理、
貿易管理、コンプライアンス等のコーポレート部門、及び技術、
製造、営業などの事業部門等が、危機管理規定に基づいて、第８
次中期経営計画に従ってリスクマネジメントについての機能･役
割を検討し､管理体制を構築するとともに、リスクマップの整備

　アルプス電気グループでは、グローバルで共通の年次コンプ
ライアンス・CSR研修の実施を開始しました。
　この研修には、コンプライアンスやCSRについての概論のほ
か、贈収賄、適切な会計処理、情報管理、ハラスメントと差別の禁
止等の内容が盛り込まれ、これらの周知徹底を目的としています。
　2015年度はアルプス電気、及び中国（香港・台湾を含む）の現
地法人に対する第1回目の研修を実施。2016年度は、日本国内
の子会社及び中国以外の海外現地法人での第1回研修の展開、
及び第２回研修の計画と実施を予定しています。

社内通報制度

リスクマップの整備

コンプライアンス・CSR研修のグローバル展開

古川工場での研修

置しています。
　また、社内規定にて運用が定められ、通報の匿名性の確保や、
通報者の保護等を謳っています。これらの運用については、研修
等で都度周知を行っています。

を行います。具体的には、リスクをカテゴリー別に整理し、原則年
1回、影響度、発生可能性、及びリスク管理対策の実施状況の視
点から評価し、その評価結果に基づきリスクマップを更新してい
きます。そして、リスクマップをベースに、リスクマネジメント活動
を展開していきます。

リスクマネジメント

　事業のグローバル化、情報通信技術の進化等によりリスクが
多様化しており、将来へのリスクの回避、または未来に起こり得
る危険や損失を予測して、それを避けるために、また避けられな
いならば被害を最小限に抑えるための対策を行うことが重要課
題となっています。また、社会における企業の存在価値が問われ
る中､ 経営､業務執行の適法性・妥当性を支える経営･事業基盤
の強化が求められるとともに、景気低迷、低成長の時代において
も、リスク管理を徹底した攻めの経営が不可欠となっています。
アルプス電気グループでは、リスクマネジメントを事業の持続的
成長と中長期的な企業価値の向上を実現するための経営・事業
運営の基盤＝攻めの経営を支える基盤と位置づけています。

リスクマネジメントの考え方

社外要因 政治経済社会リスク、経営リスク（取引先､金融､M&A､競合等）、自然災害事故リスク

社内要因
戦略管理リスク （マーケティング･開発、リソース、財務、労務）
社内事件事故･不法行為リスク（法務･コンプライアンス、故意･犯罪、過失、事故･故障）
経営･業務プロセスリスク （製品リスク、環境リスク、業務プロセス不備）

社会・政府自治体

企業・従業員

株主・投資家

取引先

経営・事業基盤
Governance, Risk management, Compliance

事業系戦略 事業系戦略事業系戦略

本部戦略

取締役会
TOP Policy

●	主なリスク要因
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危機管理の基本方針

情報セキュリティ・情報開示

　アルプス電気では、全社危機管理規定で管理すべきリスク項
目を特定し、リスクの重要性に応じてマニュアルを整備し、必要
に応じて更新を行っています。また、アルプス電気グループ国内

　アルプス電気グループでは、情報システム部門が中心となり、
情報セキュリティに関わる規定の制定、セキュリティ強化施策の策
定及び教育計画の立案などを行い、各部門に配置されている情
報管理責任者と連携し、国内及びグローバルで展開しています。
 　また、情報管理の方針を統制するため、毎年各部門への情報

　アルプス電気グループでは、災害に備えて、各拠点で定期的に総
合防災訓練を実施しています。同訓練においては、地域の消防署な

　アルプス電気グループは、株主・投資家等のステークホルダー
に対して、決算短信や有価証券報告書、適時開示資料など、法令
や規則で開示が義務付けられた情報を開示し、適時、適切な情報
開示を行うことで、経営の公正性と透明性を維持しています。
　情報開示の手段として、ホームページでの開示情報の速やか
な掲載とともに、新製品情報や最新の事業活動なども継続的に
発信しています。

　アルプス電気グループは、リス
クマネジメントにおいて、経営に大
きな影響を与える危機発生時に、
リスクを最小限に抑えること、及び
適切な対応と早期復旧を重要な課
題と認識し、右記の方針の下、取り
組みを進めています。

危機管理規定、マニュアルの整備

情報セキュリティ

総合防災訓練の実施

情報開示

・  社員及び社内にいる関係者（来訪者、関係会社社員、構内請負、派遣社員等）並びに社
員家族の安全確保を第一優先とする。

・  事業活動を維持し、顧客に対する製品の供給とサービスの提供を可能な限り維持する。
・  有形・無形を問わず企業資産の安全を図り、公正な手段の使用により被害極小化する
よう努める。

・  リスク顕在時には、顧客・株主をはじめとするステークホルダーからの信頼性確保を念
頭に責任ある行動をとり、迅速かつ適切な対応と回復に努める。

外の各拠点においても、同マニュアルを基に各々の危機管理マ
ニュアルの整備を行い、その整備・運用状況を全社危機管理事
務局がモニタリングしています。

管理監査を行い、教育計画や強化施策の実施状況を確認してお
ります。システム部門においても運用・保全・障害対応業務の監
査を行い、扱う情報の不正改ざん防止と適切なタイミングで業
務に利用できる環境維持とともに、標的型攻撃など新たな脅威
への対策に取り組んでいます。

どとも連携を取り、社員が最適な避難誘導路の確保や動線の確認、
消火作業などを実体験し、同時に防災意識の高揚に努めています。

　また、IR活動という側面からは、経営計画や事業方針の明確な説
明と十分な情報の提供が重要事項と考えています。今後も、決算説
明会等において、当社トップマネジメントと、株主、機関投資家、アナ
リスト等ステークホルダーとの直接対話の充実を図っていきます。
　アルプス電気グループは、ステークホルダーへの説明責任を
充分に果たし、長期的な信頼関係を構築すること、相互コミュニ
ケーションを通じて信頼や評価を得られるように努めます。

新たな価値の創造 何をしている会社か 経営基盤の強化 企業価値を
支える取り組み
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　この度、アルプス電気の監査等委員である社外取締役に就任
しました。私が考える監査等委員会設置会社及び社外取締役に
ついて、私は“監査等委員会設置会社とはこうあらねばならな
い”ということはなく、アルプス電気としての無理のないあり方で
出発することが大切だと思います。私の役割も、重要なことはモ
ニタリング機能をしっかり果たすということで、基本は社外監査
役と大きく変わるところはないと思います。独立取締役として私
の考える独立性とは、“いつ辞めても、いつクビになってもメシが
食える”ということだと考えていますので、その点では自信を持っ
て言うべきことは言うというスタイルは崩さず、役目を果たして
いけると考えています。取締役として、会社の意思決定に関わる
というところでは、本当は事業や製品への深い理解が求められ
るのでしょうが、そこは“社内”の方には到底及びません。しかし、
アルプス電気については、これまでも弁護士として株主総会をは
じめ色々な案件に関与し、現場の雰囲気も、どのような人がどの
ように働いているかはおおよそですが分かっているつもりです
し、こういう感覚的なものは半端な理屈やデータよりも大切なこ
とだと自分では思っています。おかしいところが見つかるか否か
は、“ピンと来るか来ないか”だと考えているわけです。

　昨今、日本の企業はガバナンスの強化が求められています
が、私は、単なる強化、何でも管理ということでは企業の活力や
自主性を損ねかねないと危惧しています。こう言うと、「モニタリ
ング機能を果たすと言っておいて逆のことを言うのか」と言われ
そうですが、私が言いたいのは、見るべきところを見、決めるべき
ところを正しく捉えておきさえすれば、極論すれば “アトはイイ”
ということです。でも、この見るべきところというのがクセモノ
で、そう簡単にはいかないのだろうと思います。見る側の能力の

問題もありますが、何よりも見えるようにしておいていただかな
いとどうにもなりません。キーワードは“見える化”です。情報が
どうトップまで上がっていくか、情報がどう共有化されているか、
誰が責任者なのか、どこでどのような意思決定がされたのか、そ
こにどのような議論があったのか、等々。いずれにせよ、“社外”
は付きますが、取締役になり、よりアルプス電気の一員になった
気がしています。

　アルプス電気の優れた施策の一つと思っているものに、アル
プスグループ合同で行う取締役研修があります。ここで取締役
自身がどう考えたらよいか見直すキッカケが得られ、アルプスグ
ループの横のつながりにも貢献していると思います。取締役同
士が気心知れすぎるのも良くありませんが、互いに良いところ悪
いところを適切に見ていくことは大事であり、またこの関係が出
来ていると、不祥事は発生しないはずです。取締役の善管注意
義務は、これが果たせる普段からの環境作りが大切であり、子会
社も同様です。グループの取締役全員が一丸になって考えてい
くところが、これからのアルプスグループのガバナンス向上につ
ながっていくと思います。

　アルプス電気にはアルプスイズムという言葉があり、その言
葉通り社員は明るくのびのびとした印象が強くあります。緊張感
を維持しながら、この雰囲気を失わないような会社であり続ける
といいなと思い、そのためにお役に立てればと考えています。ア
ルプス電気には、遊ぶ時も真剣に遊ぶ文化、精神があり、お祭り
好きで色々な社内イベントがあります。「こんなことをやる今どき
珍しい会社の監査等委員である社外取締役だ」と、世間様に向
かって言いたいと思っています。

アルプスイズムを生かして

2016年6月、新設の監査等委員である社外取締役に就任
した秋山	洋弁護士に、アルプス電気の新体制における
コーポレート・ガバナンスの強化に取り組む姿勢について
伺いました。

取締役
監査等委員（社外）

秋山　洋

社外取締役メッセージ
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海外トレーニー制度（派遣先国と人数）
2015年度 ： アメリカ４、ドイツ４、チェコ１、イギリス１
2016年度 ： アメリカ６、ドイツ３、チェコ１

2015年度 ： 韓国３、中国５、台湾１、香港１
2016年度 ： 中国９、台湾１、マレーシア１、チェコ１、メキシコ１

アルプスジャパントレーニー制度（派遣元国と人数）

人財育成

　アルプス電気では、多様な人財を活かし、モチベーションを高
め、プロ人財に育て、社員の能力発揮と成長を実現する制度を
構築することを目的に、二重就労制限の緩和、短時間勤務制度

社員制度

　「人に賭ける」これが私たちの人財に対する考え方です。さまざまな文化、価値観の中で、社員一人ひとりが、創造
的で自立したプロフェッショナルとして持続的な成長を促す施策を展開しています。

■ 育成型ローテーションとキャリア開発支援
　アルプス電気では、業務を通じた人財育成として、育成型ロー
テーションを推進しています。複数の業務や部門を経験すること
で、一人ひとりの職務範囲の拡大と、広い視野、高い視点、柔軟
な感覚の習得を促しています。
　また、社員がこれまでのキャリアを振り返り、今後の仕事への
要望やライフプランなどを申告する「自己申告制度」も導入して
います。毎年、中期的なキャリアデザインを上司と部下で共有し、
研修、ローテーション、日常の業務などを通じて、社員の自己実
現に向けての支援を行なっています。

■ 「海外トレーニー制度」によるグローバル人財の育成
　アルプス電気では、若手・中堅社員を海外現地法人や外部機
関へ1年間派遣し、実務、実習を通じて学ぶ「海外トレーニー制
度」を設置しています。早い時期から海外での実務や生活を体験
することを通じて、文化・慣習の理解や語学習得など、国際的な
視野や行動力を持った「グローバル人財」を育成することが目的
です。

人財育成の取り組み
■ 「アルプスジャパントレーニー制度」による
    海外現地法人幹部人財の育成

　アルプス電気グループでは、グローバルでの人財育成施策の
一環として、海外現地法人幹部人財の育成を目的とした「アルプ
スジャパントレーニー制度」を実施しています。トレーニーは、１年
間の日本での実務実習を通じて事業運営と共に企業文化を体得
し、将来、現地法人の幹部として日本と現地のかけ橋になること
を期待されています。

の適用拡大、一定要件のもとでの在宅勤務制度の導入、などの
制度を2016年3月より実施しています。

アルプスジャパントレーニー受け入れ研修

新たな価値の創造 何をしている会社か 経営基盤の強化 企業価値を
支える取り組み
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ダイバーシティへの取り組み

　アルプス電気グループでは、女性社員の活躍の場を拡げてい
くことは、従前より重要な課題と捉え、海外勤務やトレーニー派
遣など、男女平等に機会を提供しています。
　またアルプス電気の新卒採用では、エンジニアを含めて女性
を積極的に採用しています。また、育児・介護と仕事の両立に関
する各種制度の充実による就業環境の整備、教育訓練などを通
じて、管理職や女性社員自身の意識改革を促しています。その成
果として、女性の平均勤続年数は20年以上、女性の既婚率は

女性の活躍推進

　アルプス電気では、障がいの有無にかかわらず、社員がいきい
きと働き、能力を最大限に発揮できる環境整備に取り組んでお
り、法定雇用率は2012年から継続して達成しております。

障がい者雇用

　IAPは、海外で新卒者を採用し、日本本社で契約社員（2年間）
として勤務する制度です。この制度は20年以上の歴史があり、
毎年5名程度、これまでに欧州、北米、アジアの国々から合計
100名近くを採用しました。IAP期間終了後も、多数が当社グ

外国人採用（IAP: International Associates Program）

ループで引き続き勤務し、勤続20年を超える社員もいます。
　また、国内新卒採用においても外国人留学生が約1割を占め、
設計開発・製造・営業・経理等多岐にわたって活躍しています。

労働安全

　アルプス電気では、運動の習慣化や継続を目的に、国内全拠
点で活動量計を利用したウォークラリーを実施。参加者同士で、
歩数の確認や、拠点同士で合計歩数量の競争の実施など、参加

活動量計を使用したウォークラリー

安全、かつ健康でいきいきと働ける職場づくり。これも、
企業価値を支える源泉と私たちは考えています。

女性活躍推進法に関する取り組み目標
1.  2018年度までに、新卒＋経験者の女性採用比率を34%
（2015年度）から40%以上にする。

2.  2018年度まで、正社員全体の女性の勤続年数（21年）
が男性（20年）を上回る状態を維持し、女性総合職の勤
続年数（10年）の伸長を図る。

労災・疾病の発生状況 （アルプス電気）
2015年/8件　2014年／17件
※2015年は2015年8月～2016年4月までの件数

者のモチベーション維持などにも工夫をして取り組みました。
2015年度は、計２回、約1,000名の社員が参加しています。

　アルプス電気では、日ごろの食事から、塩分やカロリーなどを
意識することで、個々の健康管理につながるよう、食堂メニュー
の工夫をしています。本社では、「健康食堂」と称し、800キロカ

「健康食堂」を目指して
ロリー以下の定食提供、主食（ご飯）茶碗の小型化、不足栄養素
をカバーできる小鉢メニューの提供を実施しています。

60%以上と結婚後もワークライフバランスを確保し、活躍してい
る女性が増えてきています。 

●	障がい者雇用率推移	（アルプス電気）

1.9

2.0

2.1

2.2
単位：％

年2012 年2013 年2014 年2015 年2016

1.96 1.99

2.11 2.09 2.08
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ステークホルダーとのコミュニケーション

　アルプス電気グループは、さまざまなコミュニケーションを通
して、ステークホルダーの皆様が必要とする情報を提供。またス
テークホルダーの皆様からの客観的なご意見を経営改善に活用
していきたいと考えています。
　アルプス電気ホームページ、株主通信「ALPS REPORT」（年４
回発行）のほかにも、より一層の資本市場とのコミュニケーション
を目的に、決算ごとのアナリスト・機関投資家・マスコミ向けの決
算説明会の開催や、定期的な役員の投資家との面談の機会を設
けています。
　更に、当社展示会「ALPS SHOW」（隔年開催）の会期中の説
明会や工場見学会（不定期）を実施。財務状況のみならず、製品
開発等の当社事業へのより深い理解が得られるようコミュニ
ケーションの場の充実を図っています。

株主、投資家、アナリストとのコミュニケーション

　アルプス電気グループでは、より多くのお客様とのコミュニ
ケーションを目的として、さまざまな展示会に積極的に出展して
います。2015年度は、日本、中国、米国で、計８展示会に出展し
ました。従来からのエレクトロニクス、車関連の展示会のほか、当
社にとっては新しい分野、例えば、医療、電気設備等の展示会へ
の出展を行いました。
　また、展示会出展以外にも、お客様を訪問して開催する「ミニ
ショー」も実施。2015年度の実施回数は国内外で53回を数えま
した。
　今後も、グローバルでより多くのお客様と信頼関係を築く活
動を積極的に行っていきます。

お客様とのコミュニケーション

　私たちは、日本の各拠点において毎年「ものづくり教室」を開
催し、特に本社では2003年11月から「大田ものづくり・科学ス
クール」を大田区と共催し、12年間で開催回数は延べ123回、
受講者も約1,860名となりました。
　製造業の原点は「ものづくり」です。未来を担う若い世代に対
して、「ものづくり」のすばらしさを伝えていくことは、当社にとっ
て重要な社会的責任であり、エレクトロ二クス産業の発展、社会
全体の持続的発展につながるものと考えます。

地域社会とのコミュニケーション

2015年度は長岡工場にて、アナリスト向け工場見学会を実施。43人のアナリストに
ご参加いただきました

国内最大のIT・エレクトロニクス展示会「CEATEC JAPAN」に出展

新たな価値の創造 何をしている会社か 経営基盤の強化 企業価値を
支える取り組み
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環境への取り組み

　アルプス電気グループでは、国内外の主要生産拠点で環境マ
ネジメントシステム規格ISO14001の認証取得を完了していま
す。2015年度は、日本国内において非生産拠点を含んだ全拠
点を対象とした統一したシステムの運用を開始し、ISO14001
の認証を一本化しました。これにより従来の拠点単位の取り組み
ではなく、より全社一体となった環境経営の推進が行なえるよう
になりました。

環境マネジメントシステム

　アルプス電気グループでは、2016年度から「第8次環境保全
中期行動計画」に沿って、地球温暖化対策をはじめとした環境保
全活動に取り組んでいます。
　第８次では、ものづくりの会社として製造・製品開発の面から
も、より環境保全への貢献が出来るよう製造における資源の有
効利用として材料歩留の改善＊1及び材料ストレート通過率＊2の
改善を、また、環境配慮製品の積極的販売を計画に追加しまし
た。なお、第７次計画で目標としていたエネルギー原単位改善な

環境保全中期行動計画
どは、対象範囲をひき続きアルプスグループ全体とし、取り組み

を継続します。

＊1：  材料歩留：「製品を構成する原材料等の量」を「製品を製造するために必要
な原材料等の量」で除した値（理論値）。値は、1に近いほど良く、製品設計
や金型仕様の工夫により、金属材料の端材やプラスチックのランナー等を
いかに減らすかが重要になります。

＊2：  材料ストレート通過率：「理論上必要な原材料等の量」を「実際に工程で使用
した原材料等の量」で除した値。値は、1に近いほど良く、製造工程での不
良、製品ロットの切り替え時のロスなどを削減することが重要になります。

　環境経営に関する方針・施策は、環境担当役員を議長とし、国
内各拠点の代表者から構成される「環境推進会議」で決定され
ます。決定された方針・施策は、国内外とも各拠点の責任者及び
環境管理責任者によって推進されています。環境推進会議の事
務局である総務部環境課は環境担当役員の下に置かれ、全社
環境施策の企画・立案などを通じて環境経営を推進しています。
一方、温暖化対策や廃棄物などの個別課題については、環境推
進会議の下に設置された課題別ワーキンググループが対応して
います。

環境経営の推進体制
●	環境経営推進体制図	（2016年6月現在）

環境ISO 審査の様子

社長

環境担当役員

環境推進部門(総務部)

省エネルギーWG

課題別ワーキンググループ

廃棄物WG

化学物質WG

環境配慮製品WG

生物多様性WG

環境推進会議

拠点別環境推進組織
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新たな価値の創造 何をしている会社か 経営基盤の強化 企業価値を
支える取り組み

　アルプスグループでは、地球温暖化対策の観点から省エネル
ギーへの取り組みを第8次環境保全中期計画の一つとして実施
しています。この取り組みは、2012年度を基準年とし、エネル
ギー原単位換算で2020年まで年平均1%の削減を目標として
います。
 　この目標は、アルプス電気グループ、アルパイングループ、ア
ルプス物流グループが、それぞれの事業形態に即した施策を計
画・実施することによってアルプスグループ全体として達成する
ことを目指しています。

省エネルギーの取り組み
　2015年度、アルプス電気では、高効率設備への更新による省
エネをはじめ、生産設備の省エネ改善、ユーティリティ設備の運
転最適化、圧縮空気系統からのエア漏れ改善など、運用改善に
よる省エネ活動を実施。エネルギー原単位24.8%減（生産高原
単位、基準年度比）を達成しました。
　2016年度も引き続き、高効率設備導入によるハード面の省
エネと、運用改善によるソフト面の省エネの2本の柱を軸にエネ
ルギー使用の更なる合理化に取り組んでいきます。

　韓国アルプスは資源循環活動において、優秀事業場として、
2015年度韓国環境部長官賞を受賞しました。これは従来から
行なっていた廃プラスチックや廃溶剤の社内リサイクル、一般廃
棄物の固形燃料化などの活動が評価されたものです。

資源循環活動で環境部長官賞受賞

生物多様性への取り組み
　アルプス電気グループでは、生物多様性に対する活動を事業
活動及び社会貢献活動の２方向から検討しています。
　事業活動の側面からは、環境モニタリング用のセンサモジュー
ルの開発を行っています。また、社会貢献活動として、環境NPO
のオフィス町内会が運営する「森の町内会」の間伐と間伐材の有
効利用を促進して健全な森づくりに貢献する活動への支持、東
日本大震災で失われた宮城県名取市の海岸林再生に向けた活
動への支援を継続。そのほか、生態系保護のためのボランティア
活動にも参加しています。

■ 環境センサモジュールの開発
アルプス電気グループは、小型かつ低消費電力低電圧駆動
のセンサと通信モジュールを組み合わせた、IoT対応センサモ
ジュールを開発しました。このセンサモジュールは、温度、湿
度、気 圧、照 度 等、周
囲環境のデータ取得
が可能で、加えて取得
したデータを無 線 通
信で伝送する機能を
備えています。

■ コアジサシ営巣地整備作業に参加
アルプス電気本社の近くにある東京都大田区「森ヶ崎水再生
センター」では、絶滅危惧Ⅱ類に指定されている渡り鳥・コアジ
サシが巣作りをし、特定非営利活動法人リトルターンプロジェ
クト、東京都下水道局、大田区が共同で環境整備事業を行っ
ています。その整備活動にアルプス電気の社員だけではなく、
グループ会社であるア
ルプス物流、アルプス
ビジネスクリエーショ
ンの社員、及び家族も
ボランティアとして参
加しました。

ボランティアの様子

こうした技術は水田や耕作地での農薬や肥料の効果的な散布
などにつながり、生物多様性保全に資することが期待されます。
環境センサモジュールの紹介はこちら 

http://www.alps.com/j/iotsmart/index.html

コアジサシ 
写真提供：
リトルターン・プロジェクト環境センサモジュール
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環境負荷の全体像
　海外拠点の生産の拡大に伴い、海外での環境負荷が増加しています。
　今後、更に海外におけるパフォーマンスデータの収集体制を整備し、情報を活用しながら
環境負荷の低減を進めていきます。

●	アルプス電気グループの物質収支（2015年度）

INPUT

OUTPUT

グリーン調達及び材料・
部品に含まれる有害な
化学物質の排除をグ
ローバルレベルで徹底
しています。また、高効率
な設備の導入や社員の
意識向上などの取り組
みを通じて、省エネを進
めています。 購入部品（半導体など）

加工製品（成型品など）
原材料（鉄、プラスチックなど）

「アルプス・グリー
ン調達システム」
をグロ―バルに展
開し、環境負荷の
少ない部材の購入
を進めています。

開発、製造場面では、ISO14001をグローバル
の全生産拠点で取得し、環境負荷の少ない製品
の開発・製造を基本として取り組んでいます。ま
た、各事業所でもグリーン購入やゼロエミッショ
ンなどの活動を通じて、環境負荷の低減に取り
組んでいます。

■国内（12事業所）
　古川工場　涌谷工場　角田工場
　長岡工場　小名浜工場　他

■海外（15生産事業所）
　米州（１事業所）　欧州（４事業所）
　アセアン・インド（３事業所）　中国・韓国（7事業所）

電気

国内

海外

（Mwh） （t）

（t）

サプライヤー

アルプス電気グループ

モーダルシフトに
取り組むなど、グ
ローバルでの物流
エネルギー削減を
進めています。

物　流

お客様の商品の
省電力化、長寿命
化を視野に入れ、
商品使用時の環
境負荷低減に努
めています。

お客様

124,490

189,941

（原油換算：kl）燃料

国内

海外

2,278

966

（原油換算：kl）燃料

国内

海外　　未集計

851

市水・工業用水

国内

海外

619,570

731,498

地下水

国内

海外

51,155

35,608

ＯＵＴＰＵＴの削減に向
け、ゼロエミッション活
動を展開しています。ま
た、大気中に排出する
化学物質を削減してい
る他、物流から発生する
CO2の削減に取り組ん
でいます。

製品

ノートPC、スマート
フォン、カーナビや
自動車向けの電子
部品

（t）

（t） （t）

大気への排出

国内 78,963
4
4

52

CO2

NOx
SOx
VOC

2,257CO2

海外 151,234
未集計
未集計
未集計

CO2

NOx
SOx
VOC

（t）大気への排出

国内

海外　　未集計

廃棄物の排出

国内

海外

6,084

11,869

水域への排出

国内

海外　　未集計

477,673
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CSRマネジメント

　アルプス電気グループのCSR活動は、各部門がプロアクティ
ブに推進しています。その各部門での活動実績や課題等の取り
まとめは経営企画室が行い、四半期ごとに取締役会に報告して
います。
　2016年度からは、それぞれのCSR課題について、当社の事業
リスクの一部とし、モニタリングしていく体制を整備していく計
画です。

CSR活動推進体制

　アルプス電気グループでは、3年ごとに中期活動方針を定め、
CSR活 動 を 推 進して います。2016年4月 から、第4次 中 期

（2016年度～2018年度）が始まっています。
　第4次CSR活動中期方針の策定にあたっては、その策定方法
を改めています。現在、アルプス電気グループが認識するCSR課

CSR活動中期方針の策定
題の活動に携わる各部門が、それぞれの課題を持ち寄り、当社
グループにとっての重要度や外部環境の変化等を加味・検討し、
集約させることで、中期方針を策定しました。また、全体方針だ
けでなくESG（Environment、Social、Governance）のカテ
ゴリー別にも方針を設定しています。

ア
ル
プ
ス
電
気
グ
ル
ー
プ

リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

環境

情報管理

労働/人権/安全衛生

調達/品質

ガバナンス/コンプライアンス事務局機能：
経営企画室

危機管理

Environment
環境

Governance
ガバナンス

Social
社会

・ 第8次環境経営中期計画の確実な実行
・ アルプスグループとしての更なる活動

推進

・ コーポレート・ガバナンス体制、内部統
制機能の強化

・ 事業を支える適切なリスクマネジメント
の推進

地球環境保全活動の推進

外部基準や外部環境を鑑みた
マネジメントの強化

（人権、労働安全、調達）

企業リスク対策と企業基盤の強化

●	アルプス電気グループ　第4次CSR活動中期方針

活動方針

外部環境の変化と
ステークホルダーの
期待を主体的に捉え、
持続的な成長が可能な
基盤を構築する。

新たな価値の創造 何をしている会社か 経営基盤の強化 企業価値を
支える取り組み
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中期活動方針

重点取り組みテーマ

▶︎

▶︎

▶︎

▶︎

●	積極的な情報開示と社会的要請への対応

●	低炭素社会への貢献

●	リスクマネジメントの更なる強化

より良質な価値の共有により、
ステークホルダーの信頼を獲得するCSR活動の追求

・ 第3次方針及び重点テーマを担当部門と十分共有化できず、関連する活動を推進するに至りませ
んでした。

・ 良質な価値の共有化のため、グローバル共通の「コンプライアンス・CSR教育」を開始。2015年
度は、日本国内年俸者向け、中国CSRリーダー向け研修を終了。他海外拠点、部門内展開は
2016年度以降順次行っていきます。第4次でも引き続き年次研修として展開を予定しています。

・ 紛争鉱物調査は、購買、営業、CSR部門による調査対応体制の構築ができました。
・ 2014年度より、財務・非財務情報を掲載したアニュアルレポートを制作、発信しています。
・ EICC等外部CSR基準への準拠では、監査対象となった拠点を中心に、内部規定等の見直しを実

施しました。今後は、グローバル全体で外部基準準拠に向けた取り組みの推進が課題と認識して
います。

・ アルプス電気にて、統一ISO14001認証を2016年1月に取得しました。
・ 中国での省エネ活動を推進。省エネ活動の更なる拡大を図りました。

・ 危機管理マニュアルの定期メンテナンス及び、そのグローバル展開を実施しました。

・ 企業情報開示の積極推進と情報セキュリティの強化
・ グローバルな社会的要請（紛争鉱物対応、ＧＨＧ※排出量開示など）への積極対応
・ エレクトロニクス業界、自動車業界のCSR行動規範・基準への準拠

・ 第７次環境保全中期計画の達成
・ 環境教育の推進
・ グリーンデバイスの創出

・ ＢＣＰ、ＢＣＭ取り組みの強化

●	第3次（2013年度～2015年度）　CSR活動中期方針　振り返り

～ブランドが約束する信頼の獲得を目指して～

※GHG：Green House Gas、温室効果ガス
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セグメント概況

　電子部品事業における車載市場では、自動車各社でＡＤＡＳ
（先進運転支援システム）やエコカーなど開発の活発化に伴っ
て、電子化率が自動車販売台数の伸びを上回る勢いで高まって
います。この中で、当社では電子シフターや各種操作入力用モ
ジュール、通信モジュールなど、全般にわたって堅調に推移しま
した。
　当連結会計年度における当市場の売上高は2,475億円（前
期比18.7％増）となりました。

　電子部品事業における民生その他市場では、スマートフォン
市場において高機能化を進める中国メーカー向けに、低消費電
力、高速フォーカスを実現したカメラ用アクチュエータの拡販を
進めました。北米主要メーカー向け同アクチュエータは、市況の
変化によって下期に見通しを下回ったものの、通期では高い水
準を保ちました。新市場においては、ＩｏＴ市場での提案活動、協
業などをスピーディーに推進。また、東北大学との軟磁性合金の
実用化に向け、新会社への共同出資を実施するなど、将来を見
据えた事業活動も積極的に展開しました。
　当連結会計年度における当市場の売上高は1,865億円（前
期比3.3％増）となりました。

　以上の結果、当連結会計年度の電子部品事業の売上高は
4,340億円（前期比11.6％増）、営業利益は407億円（前期比
11.4％増）となりました。

車載市場

民生その他市場

　エレクトロニクス業界においては、自動車市場は好調な米国
景気などを背景に堅調に推移し、スマートフォン市場は中国メー
カーの高機能製品が好調な伸びを示す一方で、年後半より一部
主要メーカーの成長鈍化など変化が見られました。
　この中で電子部品事業では、自動車市場向け製品で、各種入
力用モジュール及び通信モジュールを中心に、売上が順調に伸
長。スマートフォン向けは、コンポーネント製品が上期に大きく伸
長しました。下期には、市場の大きな変化から一部の製品が軟調
に推移しましたが、通期では期初の計画を上回る結果となりました。
新市場では、今後の伸びが期待されるＩｏＴ（Internet of Things）
市場に向けて各種の提案活動をはじめ、ネットワーク関連企業な
どとの協業等も積極的に展開しました。
　この結果、電子部品事業における当連結会計年度の業績は、売
上高、利益ともに前期実績を上回り、過去最高を記録しました。

電子部品事業
民生その他市場車載市場

民生
その他市場

車載市場

’ 15/3’ 12/3 ’ 13/3 ’ 14/3 ’ 16/3’ 12/3 ’ 13/3 ’ 14/3 ’ 15/3 ’ 16/3

営業利益率（％）

事業別
売上構成比
（2016年3月期）

56.1%

24.1%

32.0%

2,689 2,680
3,388

3,891
4,340

2,475

1,865

1,364 1,280

1,324 1,400

1,703

1,684

1,806

2,084
45

2

140

365
407

1.7

4.1

9.4 9.4

0.1

売上高 （単位：億円） 営業利益/営業利益率 （単位：億円）
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　カーエレクトロニクス業界は、米国自動車市場での好調な新車販売に加え、自動車の
高機能化による電子化の加速や、車載機器とスマートフォンとの融合に伴いナビゲー
ションなどを核としたインフォテインメントシステムの需要が高まり、市場が拡大しまし
た。一方、中国自動車市場の減速や欧州自動車メーカーによる排気ガス不正問題の発覚
など、当業界に与える影響が懸念されました。
　このような中、車載情報機器事業（アルパイン（株）・東証一部）では、技術提案の強化
と新製品開発を加速させましたが、自動車メーカー向け純正品では、北米及び中国での
自動車メーカーのモデル切換えの影響などから売上が減少。更に製品モデルミックスも悪化したことから営業利益が減少しました。市
販向けでは、音響製品で高音質を訴求したサウンドシステムの拡販に注力し、ナビゲーションでは車種専用の大画面製品を投入して売
上の拡大を図りましたが、中国及び周辺アジア地域の景気減速の影響を受け、厳しい状況で推移しました。
　以上の結果、当連結会計年度の車載情報機器事業の売上高は2,675億円（前期比7.7％減）、営業利益は54億円（前期比52.9％減）
となりました。

　物流事業（（株）アルプス物流・東証二部）は、主要顧客である電子部品業界で、米国を中心に
好調な車載向け製品やスマートフォン向け製品などの生産が年間を通じて概ね堅調に推移し
ましたが、民生・ＩＴなどその他の市場では、製品や顧客、地域によってまだら模様となりました。
　このような需要動向の中、物流事業では、取扱物量の拡大に向けたグローバルネットワーク
の拡充や、国内・海外が一体となった提案営業の推進に加え、運送・保管・輸出入各事業それぞ
れの生産性向上に取り組みました。
　以上の結果、当連結会計年度の物流事業の売上高は602億円（前期比5.6％増）、営業利益
は48億円（前期比9.0％増）となりました。

物流事業

車載情報機器事業

’ 15/3’ 12/3 ’ 13/3 ’ 14/3 ’ 16/3’ 12/3 ’ 13/3 ’ 14/3 ’ 15/3 ’ 16/3

営業利益率（％）

事業別
売上構成比
（2016年3月期）

34.6%
2,002 2,198

2,821 2,897 2,675

56

23

98
115

54

2.8
3.5

4.0

2.01.1

’ 15/3’ 12/3 ’ 13/3 ’ 14/3 ’ 16/3’ 12/3 ’ 13/3 ’ 14/3 ’ 15/3 ’ 16/3

営業利益率（％）

事業別
売上構成比
（2016年3月期）

7.8%

479 485 522 570 602

37 35
41 44 485.3

7.9 7.8 8.1
5.0

売上高

売上高

（単位：億円）

（単位：億円）

営業利益/営業利益率

営業利益/営業利益率

（単位：億円）

（単位：億円）
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1　2016年3月期の経営成績の分析

	１		概況

　当連結会計年度における世界経済は、米国では雇用の
改善や個人消費の拡大を背景に、景気は堅調に推移しまし
た。欧州では、国別にまだら模様ながらユーロ安や原油価
格安などを追い風に、緩やかに回復しました。
　一方、中国では景気減速が鮮明となり、東南アジアの各
新興国についても、通貨や資源価格の下落及び中国経済
の減速などが影響し、経済成長は鈍化しました。日本経済
においては、設備投資の増加や雇用の改善が進む一方、個
人消費は昨年後半から伸び悩み、年明けからの円高基調な
どにより、景気回復は足踏み状態となりました。
　当連結会計年度の当社グループにおける連結業績は、
売上高7,740億円（前期比3.4％増）、営業利益523億円

（前期比2.3％減）、経常利益500億円（前期比13.1％減）、
親 会 社 株 主 に 帰 属 する当 期 純 利 益390億 円（ 前 期 比
12.4％増）となりました。
　なお、当連結会計年度の米ドル及びユーロの平均為替
レートは、それぞれ120.14円及び132.58円と、前連結会
計年度に比べ米ドルは10.21円の円安、ユーロは6.19円
の円高で推移しました。

	2		売上高

　売上高は、7,740億円を計上し、254億円の増収（前期
比3.4％増）となりました。
　セグメント別では、電子部品事業の売上高は4,340億円
となり、前連結会計年度に比べ449億円の増収（前期比
11.6％増）となりました。車載情報機器事業の売上高は
2,675億円となり、前連結会計年度に比べ222億円の減収

（前期比7.7％減）となりました。また、物流事業の売上高は
602億円となり、前連結会計年度に比べ31億円の増収（前
期比5.6％増）となりました。
　前連結会計年度に比べ、ユーロは円高が進行しました
が、米ドルは円安となったことにより352億円の増収要因と
なりました。

	3		営業利益

　営業利益は、523億円を計上し、12億円の減益（前期比
2.3％減）となりました。また、為替の変動については、104
億円の増益要因となりました。
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連結業績見通し
第2四半期
累計 通期

前期比

売上高 3,690 7,570 -2.2%

営業利益 150 465 -11.1%

経常利益 150 460 -8.1%

親会社株主に帰属
する当期純利益 100 320 -18.0%

2　次期の見通しについて

　世界経済は、米国で雇用環境の改善が続く中、堅調な個人消費にガソリン価格の低位安定や住宅市場の回復も下支えとなり、底堅
い推移が見込まれます。欧州でも、各国でさまざまなリスクを抱えているものの、英国やドイツがけん引して緩やかながら景気回復傾向
は継続するものと見られます。一方、中国は経済の減速が世界経済へと影響を及ぼすことが懸念されており、これら欧米、中国経済の行
方により、新興各国の成長も明暗が分かれる可能性があります。日本経済は、雇用拡大や所得改善が期待される一方、輸出や個人消費
が伸び悩むなど、景気回復は鈍化傾向にあります。
　このような経済環境の下、当社グループでは、新たな中期経営計画を策定し、更なる収益拡大を目指す電子部品事業を中心に、次期
ビジネスの確固たる基盤確立に注力する車載情報機器事業、グローバルネットワークの拡充により拡大を目指す物流事業がそれぞれ
力を発揮するとともに、より連携を強化し、業績向上、企業体質の強化を図っていきます。

	１		電子部品事業

　電子部品事業では、2016年４月から３年間の事業計画
「第８次中期経営計画」を策定しました。第７次中期経営計
画での成果を足がかりに、「持続的成長が可能な会社」への
発展を目指して、車載、モバイルの両市場、及びEHII（エネ
ルギー、ヘルスケア、インダストリー、IoT）の三つを重点市
場と位置付けました。今後、車載市場向け事業では一層の
収益改善に取り組むとともに、モバイル市場向けでは継続
した新製品の創出と増客を図ることで、両市場での「収益の
両輪化」を実現し、更なる拡大を目指します。またEHIIは、今
後の成長市場として、HMI（ヒューマン・マシン・インタフェー
ス）、センサリングTM、コネクティビティの三つの技術領域を
融合した新製品開発に拍車をかけるとともに、今後も各企
業との協業などビジネススピードを加速させることで、早期
に事業の柱として確立させるよう取り組みを強めます。

	2		車載情報機器事業

　車載情報機器事業では、2017年度以降の飛躍に備え、
2016年度を経営基盤強化の準備期間と位置付け、プラッ
トフォーム化による研究開発投資の効率化を目指します。
音響機器ビジネスでは、自動車メーカー向け純正品として
高評価を得たサウンドシステムの拡販に努めるとともに、自
動車の燃費や環境に配慮した軽量・薄型スピーカーの付加
価値を訴求し、受注拡大を図ります。また情報・通信機器ビ
ジネスでは、新たな需要開拓を目指し欧米市販市場に投入
した車種専用大画面ナビゲーションの拡販に注力し、好調
な自動車販売が続く米国で引続きピックアップトラックやＳ
ＵＶにターゲットを絞ります。更に国内市販市場には業界最
大サイズの大画面ナビゲーションの新製品を投入し、売上
の拡大を目指します。

	3		物流事業

　物流事業では、主要顧客である電子部品業界において、
自動車の電子化の進展や新興国における携帯機器などの
需要拡大により今後も成長が予想されます。一方、製品や
市場の変化に対応した適地生産や海外シフト、電子部品の
価格競争に伴う合理化が進んでおり、顧客の物流改革ニー
ズはますます高度化かつ多様化しています。当事業では引
き続き、ネットワークをはじめとする物流インフラの強化や、
グローバルな提案営業の推進によって取扱貨物量の確保・
拡大を図るとともに、生産性の向上など事業体質の強化に
取り組んでいきます。

上記見通しの前提となる為替レートについては、1米ドル＝110円、
1ユーロ＝125円を想定しています。

（単位：億円）
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3　資本の財源及び資金の流動性についての分析

	１		キャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フロー
　当連結会計年度末における営業活動による資金の増加
は、539億円（前年同期は651億円の増加）となりました。
この増加は、主に税金等調整前当期純利益678億円、減価
償却費307億円及び仕入債務の増加額88億円による資
金の増加と、法人税等の支払額204億円、関係会社株式売
却益184億円及びたな卸資産の増加額70億円による資金
の減少によるものです。

投資活動によるキャッシュ・フロー
　当連結会計年度末における投資活動による資金の減少
は、303億円（前年同期は297億円の減少）となりました。
この減少は、主に関係会社株式の売却による収入209億円
による資金の増加と、有形及び無形固定資産の取得による
支出357億円、出資金の払込による支出140億円による
資金の減少によるものです。

財務活動によるキャッシュ・フロー
　当連結会計年度末における財務活動による資金の減少
は、363億円（前年同期は279億円の減少）となりました。
この減少は、主に長期借入れによる収入175億円による資
金の増加と、長期借入金の返済による支出426億円、配当
金の支払額37億円、短期借入金の純増減額の減少34億
円及び非支配株主への配当金の支払額21億円による資金

の減少によるものです。
　これらの活動の結果及び為替相場の変動が海外子会社の
現金及び現金同等物の円換算額に与えた影響などにより、現
金及び現金同等物は、前連結会計年度末と比べ174億円減
少し、当連結会計年度末の残高は、1,168億円となりました。

	2		資産、負債及び資本の状況

　当連結会計年度末における総資産は前連結会計年度末
と比べ76億円減少の5,628億円、自己資本は転換社債型
新株予約権付社債の株式転換が進んだことによる資本金
及び資本剰余金の増加と、利益剰余金の増加等により
489億 円 増 加 の2,284億 円 となり、自 己 資 本 比 率 は
40.6％となりました。
　流動資産は、現金及び預金、受取手形及び売掛金の減少
等 により、前 連 結 会 計 年 度 末と比 べ183億 円 減 少 の
3,543億円となりました。
　固定資産は、出資金及び建設仮勘定の増加と、投資有価
証券の減少等により、前連結会計年度末と比べ107億円
増加の2,084億円となりました。
　流動負債は、短期借入金の減少等により、前連結会計年
度末と比べ338億円減少の1,788億円となりました。
　固定負債は、長期借入金及び退職給付に係る負債の増加
と、転換社債型新株予約権付社債の減少等により、前連結
会計年度末と比べ218億円減少の522億円となりました。

インタレスト・カバレッジ・レシオ
（単位：倍） （単位：億円） （単位：％）

資本構成キャッシュ・フローの状況

※営業キャッシュ・フロー÷利払い ※フリー・キャッシュ･フロー＝営業活動によるキャッ
シュ・フロー＋投資活動によるキャッシュ・フロー

■ 投資活動によるキャッシュ・フロー
フリー・キャッシュ・フロー

■ 営業活動によるキャッシュ・フロー

’12/3 ’13/3 ’14/3 ’15/3 ’16/3 ’12/3 ’13/3 ’14/3 ’15/3 ’16/3 ’12/3 ’13/3 ’14/3 ’15/3 ’16/3
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4　事業等のリスク

　当社グループの事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には、以下
のようなものがあります。
　なお、文中における将来に関する事項については、当連結会計年度末現在において判断したものです。

	１		経済状況

　当社グループ（当社及び連結子会社）は、電子部品事業
を中心としてグローバルに事業を展開しており、当連結会
計年度の海外売上高は81.4％を占めています。当社グ
ループ製品の大部分は顧客であるメーカーに販売されるた
め、経済動向に左右される可能性のある顧客の生産水準
が、当社グループの事業に大きく影響します。従って、当社
グループは直接あるいは間接的に、日本や欧米、アジアの
各市場における経済状況の影響を受ける環境にあり、各市
場における景気の変動等によって、当社グループの業績及
び財務状況に影響が及ぶ可能性があります。

	2		競合

　当社グループは、電子部品事業をはじめ、すべての事業
分野において、他社との激しい競争に晒されています。当社
グループは、新製品の導入や高品質の製品供給、グローバ
ルなネットワークの整備・拡充等により、顧客満足を得るべ
く努めていますが、市場における競争は更に激化すること
が予想されます。従って、失注などの不測事態の発生によっ
て、当社グループの業績及び財務状況に影響が及ぶ可能
性があります。

	3		顧客ニーズ及び新技術の導入

　当社グループの事業は、技術革新のスピードが早く、顧
客要求の変化や新製品・サービスの導入が頻繁な市場であ
り、新たな技術・製品・サービスの開発により短期間に既存
の製品・サービスが陳腐化して市場競争力を失うか、または
販売価格が大幅に下落することがあります。従って、当社グ
ループは新技術・新製品等の開発を積極的に進めています
が、その結果が必ずしも市場で優位性を確保できるという
保証はありません。急速な技術革新やその予測に迅速な対
応が出来ない場合、または顧客ニーズに合わせた新製品の
導入が出来ない場合、当社グループの業績や財務状況に影
響を及ぼす可能性があります。

	4		顧客の生産計画

　当社グループの事業は、大部分の顧客はメーカーであ
り、顧客の生産計画の影響を直接受けます。また、顧客の生
産計画は、個人消費の周期性や季節性、新製品の導入、新
しい仕様・規格に対する需要予測及び技術革新のスピード
などの要因に左右されます。従って、このような不確実性
が、当社グループの中長期的な研究開発や設備投資計画
の策定に影響を及ぼす可能性があります。

	5		海外進出・運営に潜在するリスク

　当社グループの事業は、生産及び販売活動の多くを米国
や欧州、並びに中国を含むアジア諸国にて行っています。こ
れら海外市場に対する事業進出、また海外での事業運営を
行うに当たっては、予期しない法律または税制の変更、不利
な政治または経済要因、テロ・戦争・その他の社会的混乱等
のリスクが常に内在しています。従って、これらの事象が起
きた場合には、当社グループの事業の遂行が妨げられる可
能性があります。

	6		特定の部品の供給体制

　当社グループの事業は、重要部品を当社グループ内で製
造するよう努めていますが、一部の重要部品については、
当社グループ外の企業から供給を受けています。従って、こ
れらの供給元企業が災害等の事由により当社グループの
必要とする数量の部品を予定どおり供給出来ない場合、生
産遅延や販売機会損失等が発生し、当社グループの業績
及び財務状況に影響が及ぶ可能性があります。
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財政状態及び経営成績の分析

	7		業績の変動

　当社グループの業績は、当社グループのコントロールが
及ばない要因によって変動する可能性があります。その要
因とは、経済全般及び事業環境の変化、セット製品の市場
投入の成否、大口顧客による製品戦略等の変更、大口注文
の解約、大口顧客の倒産、大口顧客のＭ＆Ａによる消滅に
伴う大きな変化等であり、上記の要因等に好ましくない変
化が生じた場合は、当社グループの業績や財務状況に影響

が及ぶ可能性があります。

	8		知的財産

　特許その他の知的財産は、当社グループ製品の市場の
多くが技術革新に重点を置いていることなどから、重要な
競争力の要因となっています。当社グループは、基本的に
自社開発技術を使用しており、特許、商標及びその他の知
的財産権を取得し、場合によっては行使することなどによ
り、当該技術の保護を図っています。しかし、当社グループ
の知的財産権の行使に何らかの障害が生じないという保
証はなく、他社の知的財産権を侵害しているという申し立
てを受ける可能性があります。
　また、当社グループが知的財産権を侵害しているとして
損害賠償請求を提訴されている訴訟案件については、訴状
への反論を行っていますが、裁判の経過により将来におい
て訴訟の解決による損害賠償支払が確定した場合には、当
社グループの業績や財務状況に影響が及ぶ可能性があり
ます。更に当社グループの製品には、他社の知的財産権の
ライセンスを受けているものもありますが、当該知的財産
権の保有者が将来において、ライセンスを当社グループに
引き続き与えるという保証はありません。当社グループに
とって好ましくない事態が生じた場合には、当社グループの
事業はその影響を受ける可能性があります。

	9		外国為替リスク及び金利リスク

　当社グループは、グローバルに事業展開しており、結果と
して為替レートの変動による影響を受けます。一例として、
外国通貨に対する円高、特に米ドル及びユーロに対して円
高に変動した場合には、当社グループの業績にマイナスの
影響を及ぼす可能性があります。従って当社グループでは、
先物為替予約や通貨オプションによるヘッジ取引や外貨建
債権債務の相殺等、為替変動による影響額の極小化を図っ
ていますが、為替レートの変動が想定から大きく乖離した場
合、業績への影響を抑制できる保証はありません。
　また、当社グループでは金利変動リスクを抱える資産・負
債を保有しており、一部については金利スワップによりヘッ
ジを行っていますが、金利の変動により金利負担の増加を
招く可能性があります。

10		公的規制

　当社グループは、事業展開する各国において事業・投資
の許可、関税をはじめとする輸出入規制等、さまざまな政府
規制・法規制の適用を受けています。これらの規制によっ
て、当社グループの事業活動が制限されコストの増加につ
ながる可能性があります。従って、これらの規制は当社グ
ループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があり
ます。

11		環境汚染に関するリスク

　当社グループでは、ＣＳＲの一環として「アルプスグループ
環境憲章」の下、環境リスク対策への取り組みを行ってお
り、具体的には、化学物質の漏洩防止策や排水・排気管理
の徹底、国内事業所における土壌・地下水の浄化等を実施
しています。しかしながら、事業活動を通じて今後新たな環
境汚染が発生しないという保証はありません。このような
不測の事態が発生または判明した場合、その対策費用が発
生し、当社グループの業績及び財政状態の悪化につながる
可能性があります。
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12		資金繰りに関するリスク

　当社グループでは、取引先銀行とシンジケートローン契
約及びシンジケーション方式のコミットメントライン契約を
締結していますが、これら契約の財務制限条項に抵触した
場合には、借入金の繰上げ返済請求を受けることがあり、
当社グループの財政状態に影響が及ぶ可能性があります。

13		災害等のリスク

　当社グループでは、国内外の各生産拠点において地震を
含めた防災対策を徹底しており、過去の災害発生時には事
業への影響を最小限に留めることが出来ています。しかし
ながら、想定を超える大規模な災害が発生した場合には、

事業への影響が大きくなる可能性があります。

14		減損会計に関するリスク

　当社グループでは、事業の用に供するさまざまな資産を
有しています。こうした資産は、時価の下落や、将来のキャッ
シュ・インフローの状況により、減損会計の適用を受けるリ
スクがあり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性が
あります。

15		有価証券の時価変動リスク

　当社グループでは、売買を目的とした有価証券は保有し
ていませんが、時価を有するものについてはすべて時価評価
を行っており、株式市場における時価の変動が当社グルー
プの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

16		法的手続き及び訴訟に関するリスク

　当社グループは、事業活動に関するコンプライアンス体
制を構築し、その実行に努めています。しかしながら、当社
グループの活動に関連して、法令違反に関する規制当局に
よる法的手続きが開始された場合、あるいは訴訟が提起さ
れた場合には、その結果として、当社グループの業績及び
財務状況に影響を及ぼす可能性があります。
　なお、自動車部品の取引について競争を制限したとの理
由で、米国等において、当社及び当社米国子会社を含む複
数の事業者に対して損害賠償を求める集団訴訟が提起さ
れています。現時点で本件訴訟の結果を合理的に予測する
ことは困難です。
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（単位：百万円）連結貸借対照表

連結財務諸表

前連結会計年度
（2015年3月31日）

当連結会計年度
（2016年3月31日）

（資産の部）
　流動資産
　　現金及び預金 134,783 117,543
　　受取手形及び売掛金 127,537 123,384
　　商品及び製品 54,610 55,671
　　仕掛品 8,889 9,325
　　原材料及び貯蔵品 21,852 22,531
　　繰延税金資産 7,149 6,551
　　その他 18,467 19,764
　　貸倒引当金 △527 △395
　　流動資産合計 372,762 354,378
　固定資産
　　有形固定資産
　　　建物及び構築物 131,167 130,958
　　　　減価償却累計額及び減損損失累計額 △92,006 △92,211
　　　　建物及び構築物（純額） 39,160 38,747
　　　機械装置及び運搬具 196,828 193,977
　　　　減価償却累計額及び減損損失累計額 △146,772 △146,452
　　　　機械装置及び運搬具（純額） 50,055 47,524
　　　工具器具備品及び金型 128,441 126,350
　　　　減価償却累計額及び減損損失累計額 △113,157 △112,160
　　　　工具器具備品及び金型（純額） 15,284 14,190
　　　土地 29,117 28,990
　　　建設仮勘定 7,323 14,714
　　　有形固定資産合計 140,942 144,167
　　無形固定資産 13,069 14,217
　　投資その他の資産
　　　投資有価証券 31,241 22,980
　　　繰延税金資産 5,340 4,874
　　　退職給付に係る資産 50 14
　　　その他 10,034 25,021
　　　貸倒引当金 △2,959 △2,797
　　　投資その他の資産合計 43,707 50,093
　　固定資産合計 197,720 208,477
　資産合計 570,482 562,856
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（単位：百万円）

前連結会計年度
（2015年3月31日）

当連結会計年度
（2016年3月31日）

（負債の部）
　流動負債
　　支払手形及び買掛金 66,259 67,420
　　短期借入金 71,125 34,917
　　未払費用 19,442 16,685
　　未払法人税等 9,342 7,063
　　繰延税金負債 64 67
　　賞与引当金 10,280 10,076
　　役員賞与引当金 223 212
　　製品保証引当金 6,902 6,698
　　その他の引当金 296 184
　　その他 28,763 35,485
　　流動負債合計 212,699 178,811
　固定負債
　　転換社債型新株予約権付社債 30,238 －
　　長期借入金 14,836 19,418
　　繰延税金負債 5,502 5,988
　　退職給付に係る負債 16,371 20,784
　　役員退職慰労引当金 325 246
　　環境対策費用引当金 285 280
　　その他 6,523 5,562
　　固定負債合計 74,083 52,280
　負債合計 286,782 231,092

（純資産の部）
　株主資本
　　資本金 23,623 38,730
　　資本剰余金 42,228 57,248
　　利益剰余金 108,330 143,650
　　自己株式 △3,506 △3,505
　　株主資本合計 170,675 236,124
　その他の包括利益累計額
　　その他有価証券評価差額金 5,455 3,946
　　繰延ヘッジ損益 △1 △2
　　土地再評価差額金 △526 △526
　　為替換算調整勘定 6,847 △3,518
　　退職給付に係る調整累計額 △2,929 △7,528
　　その他の包括利益累計額合計 8,846 △7,628
　新株予約権 97 179
　非支配株主持分 104,079 103,088
　純資産合計 283,700 331,764
負債純資産合計 570,482 562,856
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連結財務諸表

（単位：百万円）連結損益及び包括利益計算書
前連結会計年度
自 2014年4月1日
至 2015年3月31日

当連結会計年度
自 2015年4月1日
至 2016年3月31日

売上高 748,614 774,038
売上原価 593,788 621,754
売上総利益 154,825 152,284
販売費及び一般管理費 101,291 99,956
営業利益 53,534 52,327
営業外収益
　　受取利息 380 454
　　受取配当金 532 418
　　持分法による投資利益 264 514
　　為替差益 4,106 －
　　補助金収入 455 318
　　雑収入 1,151 1,133
　　営業外収益合計 6,890 2,840
営業外費用
　　支払利息 937 1,066
　　為替差損 － 1,297
　　雑支出 1,892 2,765
　　営業外費用合計 2,830 5,129
経常利益 57,594 50,038
特別利益
　　固定資産売却益 207 232
　　補助金収入 724 －
　　関係会社株式売却益 － 18,450
　　持分変動利益 1 158
　　その他 658 386
　　特別利益合計 1,592 19,228
特別損失
　　固定資産除売却損 654 392
　　投資有価証券評価損 87 827
　　退職給付制度終了損 2,383 －
　　その他 1,705 214
　　特別損失合計 4,831 1,434
税金等調整前当期純利益 54,354 67,832
法人税、住民税及び事業税 14,735 18,611
法人税等調整額 △3,458 2,522
法人税等合計 11,277 21,133
当期純利益 43,077 46,698
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（単位：百万円）

前連結会計年度
自 2014年4月1日
至 2015年3月31日

当連結会計年度
自 2015年4月1日
至 2016年3月31日

（内訳）
親会社株主に帰属する当期純利益 34,739 39,034
非支配株主に帰属する当期純利益 8,337 7,664
その他の包括利益
　　その他有価証券評価差額金 1,856 △3,277
　　繰延ヘッジ損益 △3 △1
　　為替換算調整勘定 14,302 △12,324
　　退職給付に係る調整額 411 △5,308
　　持分法適用会社に対する持分相当額 488 △2,010
　　その他の包括利益合計 17,054 △22,924
包括利益 60,131 23,774

（内訳）
　　親会社株主に係る包括利益 46,374 21,817
　　非支配株主に係る包括利益 13,757 1,956

54Alps Annual Report 2016



（単位：百万円）

（単位：百万円）

連結株主資本等変動計算書

連結財務諸表

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 23,623 42,229 78,339 △3,505 140,686
　会計方針の変更による累積的影響額 △2,955 △2,955 
会計方針の変更を反映した当期首残高 23,623 42,229 75,383 △3,505 137,730
当期変動額
　転換社債型新株予約権付社債の転換 － 
　剰余金の配当 △1,792 △1,792
　親会社株主に帰属する当期純利益 34,739  34,739
　自己株式の取得 △7 △7
　自己株式の処分 △0 5 5
　非支配株主との取引に係る親会社の持分変動 －  
　株主資本以外の項目の当期変動額（純額）    －
当期変動額合計 － △0 32,946 △1 32,944
当期末残高 23,623 42,228 108,330 △3,506 170,675

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 23,623 42,228 108,330 △3,506 170,675
　会計方針の変更による累積的影響額 －
会計方針の変更を反映した当期首残高 23,623 42,228 108,330 △3,506 170,675
当期変動額  
　転換社債型新株予約権付社債の転換 15,106 15,106 30,213
　剰余金の配当 △3,713  △3,713 
　親会社株主に帰属する当期純利益 39,034  39,034
　自己株式の取得 △9 △9
　自己株式の処分 2 10 13
　非支配株主との取引に係る親会社の持分変動 △88  △88
　株主資本以外の項目の当期変動額（純額）  －
当期変動額合計 15,106 15,020 35,320 1 65,448
当期末残高 38,730 57,248 143,650 △3,505 236,124

前連結会計年度（自 2014年4月1日　至 2015年3月31日）

当連結会計年度（自 2015年4月1日　至 2016年3月31日）

その他の包括利益累計額
新株予約権 非支配

株主持分 純資産合計その他有価証券
評価差額金

繰延
ヘッジ損益

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 4,353 － △526 △3,823 △3,207 △3,203 － 92,897 230,380
　会計方針の変更による累積的影響額 △256 △3,212
会計方針の変更を反映した当期首残高 4,353 － △526 △3,823 △3,207 △3,203 － 92,641 227,167
当期変動額
　転換社債型新株予約権付社債の転換 － 
　剰余金の配当 △1,792
　親会社株主に帰属する当期純利益 34,739
　自己株式の取得 △7
　自己株式の処分 5
　非支配株主との取引に係る親会社の持分変動 － 
　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,102 △1 － 10,671 277 12,050 97 11,438 23,587
当期変動額合計 1,102 △1 － 10,671 277 12,050 97 11,438 56,532
当期末残高 5,455 △1 △526 6,847 △2,929 8,846 97 104,079 283,700

その他の包括利益累計額
新株予約権 非支配

株主持分 純資産合計その他有価証券
評価差額金

繰延
ヘッジ損益

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 5,455 △1 △526 6,847 △2,929 8,846 97 104,079 283,700
　会計方針の変更による累積的影響額 －
会計方針の変更を反映した当期首残高 5,455 △1 △526 6,847 △2,929 8,846 97 104,079 283,700
当期変動額
　転換社債型新株予約権付社債の転換 30,213
　剰余金の配当 △3,713
　親会社株主に帰属する当期純利益 39,034
　自己株式の取得 △9
　自己株式の処分 13
　非支配株主との取引に係る親会社の持分変動 △88
　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,509 △0 － △10,366 △4,598 △16,475 82 △991 △17,384
当期変動額合計 △1,509 △0 － △10,366 △4,598 △16,475 82 △991 48,064
当期末残高 3,946 △2 △526 △3,518 △7,528 △7,628 179 103,088 331,764
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連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）

前連結会計年度
自 2014年4月1日
至 2015年3月31日

当連結会計年度
自 2015年4月1日
至 2016年3月31日

営業活動によるキャッシュ・フロー
　　税金等調整前当期純利益 54,354 67,832
　　減価償却費 28,010 30,725
　　退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 3,463 △329
　　未払費用の増減額（△は減少） 1,684 △2,139
　　支払利息 937 1,066
　　持分法による投資損益（△は益） △264 △514
　　関係会社株式売却損益（△は益） － △18,450
　　売上債権の増減額（△は増加） △3,315 △4,202
　　たな卸資産の増減額（△は増加） △6,456 △7,047
　　仕入債務の増減額（△は減少） △4,449 8,817
　　その他 942 △1,439
　　小計 74,907 74,318
　　利息及び配当金の受取額 1,280 1,114
　　利息の支払額 △957 △1,069
　　法人税等の支払額 △10,119 △20,405
　　営業活動によるキャッシュ・フロー 65,111 53,958
投資活動によるキャッシュ・フロー
　　定期預金の預入による支出 △625 △1,011
　　有形固定資産の取得による支出 △27,094 △31,440
　　無形固定資産の取得による支出 △3,466 △4,296
　　関係会社株式の売却による収入 － 20,940
　　出資金の払込による支出 － △14,056
　　その他 1,414 △519
　　投資活動によるキャッシュ・フロー △29,772 △30,383
財務活動によるキャッシュ・フロー
　　短期借入金の純増減額（△は減少） △8,961 △3,409
　　長期借入れによる収入 1,300 17,500
　　長期借入金の返済による支出 △15,568 △42,654
　　配当金の支払額 △1,792 △3,713
　　非支配株主への配当金の支払額 △1,689 △2,132
　　リース債務の返済による支出 △1,896 △1,509
　　その他 657 △421
　　財務活動によるキャッシュ・フロー △27,951 △36,340
現金及び現金同等物に係る換算差額 4,673 △4,814
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 12,060 △17,580
現金及び現金同等物の期首残高 122,237 134,298
連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減額（△は減少） － 125
現金及び現金同等物の期末残高 134,298 116,843
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会社情報／株式の状況

会社概要

株式の状況

金融機関  36.6%

個人  13.4%

証券会社  6.8%

企業  3.8%

外国人  38.3%

その他  1.1%

株主名 株式数（千株） 持株比率（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 21,001 10.60

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 17,126 8.64

資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口） 3,981 2.01

ＣＨＡＳＥ ＭＡＮＨＡＴＴＡＮ ＢＡＮＫ ＧＴＳ ＣＬＩＥＮＴＳ ＡＣＣＯＵＮＴ ＥＳＣＲＯＷ 3,910 1.97

三井生命保険株式会社 3,591 1.81

ＧＯＬＤＭＡＮ, ＳＡＣＨＳ＆ ＣＯ. ＲＥＧ 3,152 1.59

ＢＮＰパリバ証券株式会社 3,077 1.55

日本生命保険相互会社 2,750 1.39

三井住友海上火災保険株式会社 2,517 1.27

ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ ＢＡＮＫ ＷＥＳＴ ＣＬＩＥＮＴ‐ＴＲＥＡＴＹ 505234 2,460 1.24

（注）「その他」は、自己名義株式と保管振替機構名義の失念株式です。
（注）「個人」は、個人・持株会名義の株式です。

社 名 アルプス電気株式会社

英 文 社 名 ALPS ELECTRIC CO.,LTD.

所 在 地
〒145-8501
東京都大田区雪谷大塚町１番７号
TEL.03-3726-1211（大代表）

ホームページ http://www.alps.com/j/

代 表 者 代表取締役社長　栗山　年弘

設 立 1948年11月１日

資 本 金 387億30百万円

従 業 員 数 39,588名（連結）
5,328名（単独）

事 業 所

開発・設計 … 日本3拠点 
海外3ヵ国5拠点

生産 ………… 日本7拠点 
海外8ヵ国14拠点

販売 ………… 16ヵ国48拠点

発行可能株式総数 500,000,000株

発行済株式の総数 198,208,086株

株 主 数 40,947名

上場証券取引所 東京証券取引所第一部
（証券コード：6770）

株主名簿管理人 三菱UFJ信託銀行株式会社

発行済株式総数
198,208,086株

所有者別分布状況

大株主（上位10位）

（2016年3月31日現在）
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将来見通しに関する注意事項
本レポートに記載されている将来の計画数値、施策など見通しに関する内容は、現在入手可能な情報から当社が得た判断に基づいており、実際の
業績などはさまざまな要因により、これらの見通しとは大きく異なる結果となり得ることをご承知おきください。

 報告メディアの考え方

（単位：円）株価推移
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出来高の推移 （単位：株）

非財務情報財務情報

ステークホルダー
にとっての重要度Webサイト

「株主・投資家情報」
Webサイト

「CSR・環境情報」 Webサイト
「企業情報」

http://www.alps.com/j/ir/ http://www.alps.com/j/csr/ http://www.alps.com/
j/company/

会社案内（冊子版）

ANNUAL REPORT 2016（冊子版）
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本レポートに関するお問い合わせ先
アルプス電気株式会社　
経営企画室
〒145-8501　東京都大田区雪谷大塚町1番7号
TEL：03-3726-1211（大代表）
URL：http://www.alps.com/j/

ア
ル
プ
ス
電
気
株
式
会
社


